
 

第 10 回静岡県トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会 
 

日 時：平成 30 年 8 月 2 日（木） 15 時～ 

場 所：静岡県トラック会館 会議室 

静岡市駿河区池田１２６番地の４ 

 

議 事 次 第 
 

 

１．開 会  

 

２．議 題  

 

（１） 報告事項  

① 協議会の経過と平成３０年度の開催計画について 

② 平成２９年度パイロット事業の報告 

③ 平成３０年度コンサルティング事業の進捗について 

④ 平成２９年度ＫＰＩ導入調査事業の報告 

⑤ 平成３０年度ＫＰＩ導入調査事業の進捗について 

 

 

（２） 協議事項 

① ＫＰＩ調査事業の今後の進め方について 

② 物流現場の視察について 

 

 

（３） その他 

① 自動車運送事業における「働き方改革」施策等について 

 

 

 

３．閉 会 

 

議事次第、構成員・出席者名簿、配席図 

資料１ 静岡県トラック取引環境・労働時間改善地方協議会の記録、実施計画、 

    トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会の今後の進め方（案） 

    平成３０年度静岡県トラック取引環境・労働時間協議会 開催計画（案） 

資料２ 平成２９年度パイロット事業について 

資料３ 平成３０年度コンサルティング事業について 

資料４ 平成２９年度ＫＰＩ導入調査事業について 

資料５ 平成３０年度ＫＰＩ導入調査事業について 

資料６ 労働時間法制の見直しについて 

資料７ トラック事業に係る最近の施策等について 

参考資料① 自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議（第 4 回）資料 

参考資料② 自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画工程表 
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平成３０年８月

第１０回協議会 第１１回協議会 第１２回協議会

時期 平成３０年８月 平成３０年１１月 平成３１年３月

議題 １．協議会の経過報告 １．協議会の経過報告 １．協議会の経過報告

２．パイロット事業について ２．コンサルティング事業の中間報告 ２．コンサルティング事業結果

３．コンサルティング事業について ３．ＫＰＩ導入調査事業 ３．ＫＰＩ導入調査事業結果
（１）中間報告

４．ＫＰＩ導入調査事業 （２）KPIの普及方策の検討 ４．KPIの普及について
（１）平成２９年度事業の結果
（２）平成３０年度事業者の決定 ４．ガイドライン周知方策について ５．ガイドライン周知結果の報告

５．ＫＰＩ周知方策について

６．物流施設の視察について

７．自動車運送事業における「働き方改革」
　　施策等について

平成３０年度　静岡県トラック取引環境・労働時間協議会　開催計画（案）



平成３０年7月作成

静岡県トラック輸送における取引環境・労働時間改善地方協議会の記録
【平成２７年度】

日　付 議　題　等 備　　　考

平成２７年 １．協議会設置
1 第１回協議会 8月7日 ２．長時間労働の実態調査の実施について

トラック実態調査
2 （トラック協会） ９月 トラック輸送状況の実態調査

3 荷主ヒアリング調査 10月、11月 荷主（元請け）ヒアリング

１．手待ち時間が生じている荷主に関する調査 ○トラック協会がこれまで協会員に行ってきた調査結果
4 第２回協議会 12月10日 ２．荷主（元請け）ヒアリング結果について ○協議会事務局が実施したヒアリング調査結果

３．パイロット事業の概要について
荷主調査

5 （中部運輸局） １２月 物流現場における課題と改善点の見える化事業

平成２８年 １．パイロット事業の概要
6 第３回協議会 3月4日 ２．トラック輸送状況の実態調査結果報告 （協議事項）

３．改善点の見える化事業の調査結果報告
４．パイロット事業の進め方について

【平成２８年度】
パイロット事業 平成２８年

7 候補事業者の報告 4月28日

（６／２４）日通総研大島部長と打合せ
（７／１９）運送事業者Ｂに調査事業の概要を再度説明
（７／２８）運送事業者Ｂ調査事業の荷主企業に調査事業
の概要説明

トラック協会が２０社、運転者１００名を対象に実態調査
（全国集計）

運輸支局、労働局がトラック協会の調査結果をもとに、５
社を訪問して「荷主（元請け）ヒアリング」を実施
（静岡県独自取り組み）

中部運輸局が荷主企業を対象に関係者のコミュ二ケー
ションを観点に郵送により調査（２０３件）

静岡県パイロット事業候補事業者の２社を厚生労働
省、国土交通省に報告

パイロット事業候補の公募の実施と選考を事務局に委嘱
することを決議

（６／２）運送事業者Ｂと当該運送事業者の荷主企業、及
び運送事業者Ａの事案荷主事業場に訪問して調査事業
の概要説明

（５／９）運送事業者Ａ調査事業の荷主本社に訪問して調
査事業の概要説明

資料１
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パイロット事業 事業の予算割り振りの連絡をもって通知
8 対象事業者の 6月13日

決定の連絡
１．平成２８年度パイロット事業者２者の概要報告

9 第４回協議会 8月26日 ２．ＫＰＩ導入調査事業の実施について
３．平成２９年度パイロット事業候補事業者の募集

平成２８年度
10 ＫＰＩ導入調査事業 9月15日～ ４事業者募集に期限内に４事業者から申し出あり

協力事業者の募集 9月30日
○協議会の経過報告 トラック協会主催

12 10月20日 ○パイロット事業、ＫＰＩ導入調査事業の概要報告 トラック事業者２４３社、荷主企業３５社参加
○パネルディスカッション

平成２８年度
13 ＫＰＩ導入調査事業 10月20日 協力事業者４者に田村先生から説明

協力事業者説明会
平成２９年度

14 パイロット事業の募集 10月20日～ 期間内に応募なし
11月18日

１，協議会の経過報告
15 第５回協議会 12月15日 ２．パイロット事業の中間報告

３．ＫＰＩ導入調査事業の中間報告
平成２９年度 静岡労働局が候補荷主企業を選定

16 パイロット事業 1月27日 荷主企業にパイロット事業の説明 代表者から協力の承諾あり
荷主説明 （協議会事務局）
平成２９年度

17 パイロット事業 2月24日 実運送事業者にパイロット事業を説明、倉庫視察
運送事業者説明

１．協議会の経過報告と平成２９年度スケジュール
18 第６回協議会 3月10日 ２．パイロット事業の報告

３．ＫＰＩ導入調査事業の報告
４．２９年度パイロット事業対象集団候補の決定

平成２９年度
19 パイロット事業 3月21日 平成２９年度静岡県パイロット事業候補事業者を

候補事業者の報告 厚生労働省、国土交通省に報告

【平成２９年度】
平成２９年度 平成２９年
パイロット事業対象 4月10日 平成２９年度静岡県パイロット事業候補事業者に 事業の予算割り振りの連絡をもって通知

20 事業者の決定連絡 ついて調査対象者とすることの連絡

物流フォーラム
２０１６

一般公募で応募がなかったことから、静岡労働局で対象
者を選定することになった。

厚生労働省から静岡県パイロット事業候補事業者の
２社について調査対象者とすることの連絡
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平成２９年度
21 ＫＰＩ導入調査事業 4月22日～ ４事業者募集に期限内に５事業者から申し出あり

協力事業者の募集 5月28日
平成２９年度 ○ＫＰＩについて田村先生より説明

22 ＫＰＩ導入調査事業 5月16日 ○平成２８年度参加事業者より事例発表
募集説明会 ○行政の支援施策について運輸支局より説明
平成２９年度

23 ＫＰＩ導入調査事業 6月1日 応募のあった５事業者から４事業者を決定 荷種、地域、応募理由等により事務局にて検討、決定
強力事業者の決定

１．協議会の経過報告と平成２９年度スケジュール
24 ２．パイロット事業の報告

第7回協議会 7月24日 ３．ＫＰＩ導入調査事業の報告
４．人手不足対策について
５．働き方改革、最近の施策等について
６．労働環境改善に係る広報について
〇適正な取引条件への改善について

25 9月7日 〇トラック運送における生産性向上方策について
〇中継輸送について
○パイロット事業の実施事例 トラック協会主催

26 10月31日 ○ＫＰＩ導入・取組事例 トラック事業者２６４社、荷主企業３２社参加
〇標準貨物自動車運送約款改正等の説明
１．協議会の経過報告と平成２９年度スケジュール
２．パイロット事業の報告

第8回協議会 11月20日 ３．ＫＰＩ導入調査事業の報告
４．荷主向け広報について
５．生産性向上の取組について
６．標準貨物自動車運送約款の改正に伴う周知活動について

28 ２月～ 荷主向けリーフレットの作成および新聞へ広告掲載

１．協議会の経過報告と平成３０年度スケジュール
２．パイロット事業の報告
３．ＫＰＩ導入調査事業の報告
４．第8回中央協議会について

第9回協議会 3月12日 ５．コンサルティング事業について
６．３０年度ＫＰＩ導入調査事業について
７．荷主向け広報の実施状況について
８．働き方改革の動き等について

荷主向け広報

29

27

物流フォーラム
２０１７

生産性向上セミナー
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【平成３０年度】

30

平成３０年度
静岡県コンサルティ
ング事対象事業者
の決定報告

平成３０年４月
平成３０年度静岡県コンサルティング事業候補事業
者について調査対象者とすることの報告

31
平成３０年度
ＫＰＩ導入調査事業
実施事業者の募集

５月１日～
　５月３１日

４事業者募集に期限内に４事業者から申し出あり

32
平成３０年度
ＫＰＩ導入調査事業
募集説明会

5月9日
〇ＫＰＩについて田村先生より説明
〇平成２９年度実施事業者より事例発表

33
平成３０年度
ＫＰＩ導入調査事業
実施事業者の決定

6月4日 応募のあった４事業者を決定

34

平成３０年度
静岡県コンサルティ
ング事業第１回検討
会

6月27日
〇コンサルティング事業実施スケジュール
〇実態調査にあたっての事前準備確認

荷主、実運送事業者、コンサルティング事業者、静岡労働
局、静岡県トラック協会、静岡運輸支局

35 第１０回協議会 8月2日

１．協議会の経過報告と平成３０年度スケジュール
２．パイロット事業の報告
３．ＫＰＩ導入調査事業の報告
４．コンサルティング事業の報告
５．ＫＰＩ調査事業の今後の進め方について
６．物流現場の視察について
７．自動車運送事業における「働き方改革」施策等に
ついて
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平成
２７年度

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

中
央
協
議
会

静
岡
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取
引
環
境
・労
働
時
間
改
善
協
議
会

静岡県トラック取引環境・労働時間改善協議会 実施計画

結果集計

２８ ＷＧで事業
実施

２９ ＷＧで事業
実施

ガイドライン作成
事例集の作成

ガイドラインの普及

２８ 事業実施
（２９．６まで）

普及方法の協議・検討

普及

静岡県協議会の単独事業

トラック事業
実態調査

パイロット
事業

※枠内数字は実施年度

凡例

２９ 事業実施
（３０．６までを予定）

KPI導入調査事業

３０ 事業実施
（３０．６～）

コンサルティング
事業

２８ 対象事業者
決定

２９ 対象事業者
決定

２８ 候補事業者
選定

２９ 候補事業者
選定

調査実施

ＷＧで事業実施

対象事業者
決定

候補者選定 ガイドライン
改訂版で反映



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

平
成
28
年
度

平
成
29
年
度

平
成
30
年
度

第4回
地方協議会

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会の今後の進め方（案）

普及・定着の促進

第8回
地方協議会

第4回中央協議会開催

パイロット事業実施集団打合せ、実施、とりまとめ

第7回
地方協議会

ガイドラインの策定

第5回
地方協議会

第5回中央協議会開催

第10回中央協議会開催

第10回
地方協議会

第12回
地方協議会

第9回
地方協議会

第11回中央協議会開催

第11回
地方協議会

パイロット事業実施集団打合せ、実施、とりまとめ

第6回
地方協議会

第8回中央協議会開催

第9回中央協議会開催

第7回中央協議会開催

ガイドラインの策定

コンサルティング事業実施集団打合せ、実施、とりまとめ

第6回中央協議会開催



資料 ２ 

 

１１．静岡県パイロット事業における改善検討 

 

１１．１．静岡県パイロット事業における改善検討 

 

１１．１．１ 静岡県パイロット事業の事業者構成と検討会等の実施状況 

（１）静岡県パイロット事業の事業者構成 

本パイロット事業の対象は、横浜ゴム㈱三島工場で生産され、御殿場センター（静岡県）に保管され

た自動車タイヤを、御殿場センターから首都圏の配送拠点にあたる上尾配送センター（埼玉県）へ輸送

する自動車タイヤ輸送とした。 

本パイロット事業の関係事業者の構成は、発荷主1社（横浜ゴム㈱三島工場）、元請運送事業者1社（浜

ゴム物流㈱三島事業所）、実運送事業者1社（㈱静岡サンワ）、着荷主1社（浜ゴム物流㈱第二事業部（上

尾配送センター））、合計3事業者が、本事業の目的に賛同し、一緒に取り組むこととした。 

各構成事業者の概要は、以下の通り。 

 

【発荷主】 

発荷主である横浜ゴム㈱は自動車タイヤ等ゴム製品の製造業者であり、三島工場は同社の生産拠点

の一つである。三島工場で生産された自動車タイヤは、いったん御殿場センターに運ばれ保管される。

御殿場センターから全国の配送センター（苫小牧、仙台、上尾、新城、尾道、福岡など）及び海外へ

出荷され、全国の配送センターから各エリアの販売会社・販売店等へ輸送される。 

今回のパイロット事業は、御殿場センターから上尾配送センターへ輸送される自動車タイヤを対象

貨物とした。 

御殿場センター～上尾配送センター間の輸送は、冬期の出荷等による繁閑の差はあるものの、年間

を通じて行われている。 

【元請運送事業者】 

元請運送事業者の浜ゴム物流㈱（本社：東京都）は、横浜ゴム㈱の物流部門を受け持つ会社である。 

今回のパイロット事業は、横浜ゴム㈱三島工場内にある三島事業所を対象とした。同事業所の従業

員は58名であり、車両は保有しておらず、製品の輸送手段はもっぱら下請事業者を利用している。 

三島工場で生産された自動車タイヤをいったん御殿場センターの倉庫へ輸送し、御殿場センターか

ら全国の配送センターへ輸送している。全国の配送センターは、周辺エリアにある販売店等への配送

を行う。 

実輸送については、自社車両を持たないため、下請業者を活用している。 

 【実運送事業者】 

㈱静岡サンワは、静岡県御殿場市に本社を置き、車両33台（大型19台・中型12台・その他2台）、

従業員34名（トラック運転者25名）のトラック運送会社である。 

横浜ゴム㈱の自動車タイヤについては、三島工場から御殿場センターへの輸送と、御殿場センター



から全国の配送センターへの輸送を行っている。 

三島工場から御殿場センターへの自動車タイヤ輸送は、専用のトラックでラック輸送を行っている。 

この他に、御殿場センター内の荷役・フォークリフト作業も行っている。 

今回のパイロット事業の対象は、大型車による御殿場センターの倉庫から上尾配送センター（埼玉

県上尾市）への片道約135㎞の輸送である。この輸送は、基本的に下請事業者が担当している。 

【着荷主】 

今回のパイロット事業の対象は、浜ゴム物流㈱上尾配送センターである。埼玉県上尾市に所在し、

横浜ゴム㈱の自動車タイヤを集積し、首都圏にある販売会社、販売店、量販店等への配送拠点となっ

ている。 

 

（２）協議会等の実施概要 

当該パイロット事業では、以下のような概要にて、検討会及び事業場訪問を実施した。 

 

Ａ．第1回検討会 平成29年6月16日（金） 横浜ゴム三島工場内会議室にて開催 

第 1 回検討会では、本事業の主旨の理解及び自動車運転者の労働時間の改善に対する気運の醸成を

図り、元請運送事業者及び実運送事業者におけるトラックドライバーの労働時間に関して自己診断で

きるチェックリストを配布した。 

 

Ｂ．第1回事業場訪問 

①元請運送事業者：平成29年8月 8日（火） 浜ゴム物流御殿場営業所（御殿場センター） 

②着荷主    ：平成29年8月29日（火） 浜ゴム物流第二事業部（上尾配送センター） 

③実運送事業者 ：平成29年9月19日（火） 静岡サンワ本社 

チェックリスト回答票を基に、ドライバーの運転時間や拘束時間に課題が見られた実運送事業者を

中心に、発地および着地における現場での業務内容の確認と、ヒアリングに基づく改善対策立案の方

向付けに関する協議を行った。 

 

Ｃ．第2回検討会 平成29年10月27日（金） 横浜ゴム三島工場内会議室にて開催 

第 2 回検討会では、トラック運転者の労働時間の短縮という観点から、労働時間の短縮につながる

改善策はないか、各社が一体となって検討した。 

 

Ｄ．第2回事業場訪問 平成30年3月6日（火）及び9日（金） 

第 2 回検討会で提案した改善の方向性等をもとに検討、実施されたトライアルについて、3 月 6

日（火）に御殿場センターでの積込みの現場を、3 月 9 日（金）に上尾配送センターでの荷卸しの

現場を訪問し、実態の視察と関係者との意見交換等を行なった。 

 

Ｅ．第3検討会 平成30年3月20日（火） 横浜ゴム御殿場センターにて開催 

第3回検討会では、以上の経過について今次パイロット事業の参加3者で確認するとともに、 

運転者の労働時間の短縮効果について、評価を行った。 



 



１１．２ 現状と問題点について 

 

１１．２．１ 上尾配送センターへの輸送の概要について 

本パイロット事業の対象とする「自動車タイヤ輸送」の概要は、以下のとおりである。 

・実運送事業者（静岡サンワ）による御殿場センターから上尾配送センターへの自動車タイヤ輸送は、1

日大型車3台が行っている。 

【1日の輸送の概要】 

・静岡サンワにて、早朝 3 時に点呼の後、出発。前日に積込み済の自動車タイヤを上尾配送センター

へ輸送する。一般道路を走行し、6時30分頃に上尾配送センターに到着。 

・上尾配送センターでの荷降ろしは7時30分より開始。荷役作業はドライバーが全ての自動車タイヤ

を手降ろしで行う。荷降ろしにかかる所要時間は約2時間。 

・荷降ろしを完了後、空荷で御殿場センターへ移動する。13時～14時に御殿場センターに到着。 

・翌日輸送分の積込み作業を行う。ドライバーが全ての自動車タイヤを手積みで行う。積込みにかか

る所要時間は約2時間。 

・静岡サンワの車庫に帰還、終業点呼を済ませ、17時頃に業務終了。 

・1日の拘束時間は、3時から17時の14時間。 

・これら一連の輸送及び荷役作業を、本パイロット事業の対象とする。 

 

１１．２．２ 協議会、チェックリスト、事業場訪問による輸送の現状と問題点について 

（１）御殿場センターからの自動車タイヤ輸送の現場 

※平成29年8月8日（火）、御殿場市に所在する今回の事業対象発荷主（出荷者）の浜ゴム物流の御殿

場センターを訪問し、自動車タイヤ輸送の出荷時の実態について確認するとともに、静岡サンワほか

大型車6台への積込み作業を確認した。 

 

【作業全体の概要について】 

・当センターで出荷するトラック台数は、1日当たり22～25台。 

 工場からの入荷は、１日当たり33台／日。 

・トラック大型車1台当たり1,200本の自動車タイヤを積載する。 

・ホームへの接車は同時に6台が可能。6レーンを使って自動車タイヤの入出庫を行う。 

・三島工場から御殿場センターへの入荷時の荷姿は、ラック積みの状態。荷降ろしは、すべてドライ

バーの手降ろしによって行われる。 

・御殿場センターから全国の配送センター向けへの出荷時の荷姿は、バラ積みの状態。積込みは、す

べてドライバーの手積みによって行われる。 

・積込み／荷降ろしの所要時間は、1台当たり約2時間を要する。 

・朝8時からトラックへの積込みを開始し、次が10時30分頃、昼休憩をはさんで、午後の積込み／

荷降ろしが2回。 

・1レーン当たり1日4回転の入出庫が行われる。 



【積込み作業について】 

・積込みは、検品作業を含めて3名体制で行っている。 

①フォークリフト・オペレーターが 1 名。自動車タイヤを積んだラックを、倉庫内の保管場所から

出荷し、トラックホーム付近にある所定の検品場所までフォークリフトで運ぶ。 

②検品作業を行う者が1名。ラックに積まれた自動車タイヤを1本ずつ取り出し、自動車タイヤに

貼られたラベルをＱＲコードの読み取り機に当て、出荷指示通りの自動車タイヤであるかをチェ

ックする。検品を終えた自動車タイヤを伸縮ローラーに乗せ、トラック内へ送り込む。 

③ドライバー1 名が大型車1 台に自動車タイヤ約1,200 本をバラ積みする。全て手積みで行われて

いる。 
 

【配車と積込み作業の指示について】 

・積込み時間はパターン化されており、前日の午前中に、どのトラックにどの自動車タイヤを積むか

が決定する。 

・午前の積込み（朝8時出荷、10時出荷）に関する配車は、前日午前の時点で決定している。 

・午後の積込みに関する配車は決めていない。午前に首都圏等で荷降ろしを終えたトラックが戻って

きて、到着した順に積込みを行う。交通混雑状況等によって到着時間が異なるためである。 

・トラックが戻る時間が集中し、御殿場センターでの積込みの順番を待つ時間、すなわち、手待時間

が発生する。 

・出荷オーダーは、浜ゴム物流が決め、静岡サンワへ連絡が行われる。 

・翌週の出荷分を金曜日の朝までに連絡する。 

・配車計画は、出荷オーダーを受けて静岡サンワが策定する。 

・金曜日午後に、翌週分の配車計画を作る。 

・金曜日夜までに協力会社へ配車指示を行い、金曜日夜には翌週分の配車が確定する。 
 

【上尾配送センター行きの便について】 

・上尾配送センター行きの便は、静岡サンワの協力会社を含め、1日3台が稼働。 

・午前3時に会社を出庫し、前日にあらかじめ積み込んだ自動車タイヤを輸送する。 

・一般道路を使って6時30分頃に上尾配送センターに到着。 

・7時30分から荷降ろしを開始。荷降ろしには1台当たり約2時間を要し、10時には荷降ろしを完了

している。 

・御殿場センターへ空荷で高速道路を利用して移動。13時～14時に御殿場センターへ到着。 

・同センターにて翌日輸送分の積込みを行い、16時～17時に帰庫。 

・1日の拘束時間は、朝3時から17時までの14時間。改善基準告示の基準である1日の拘束時間13

時間を上回る。 

・午後の積込み時に、順番待ちのため手待時間が発生する。 
 

（２）上尾配送センターでの荷降ろし作業の概要 

※平成29年8月29日（火）、埼玉県上尾市に所在する今回の事業対象着荷主の浜ゴム物流の上尾配送セ

ンターを訪問し、自動車タイヤ輸送の輸送先の実態について確認するとともに、静岡サンワほか大型



車6台の荷降ろし作業を確認した。 

【入庫作業の概要について】 

・前日の午後、御殿場センターで積み置きした運搬車両は、当日午前 3 時頃、点呼の後、出発。一般

道路を走行し、6時30頃に上尾の配送センターに到着。周辺住宅環境への配慮のため、荷受（取り

降ろし作業）開始が午前7時30頃からとなっている。 

・取り降ろし作業は、ドライバーが行う。空の専用の積載ラック（鉄パレット）をハンドリフトで車

両まで引き込み、ラックを組み立てて、その上に製品を手で積みつける。さらに、ハンドリフトで、

フォークリフト前にラックを移動するのが、一連の作業である。 

・重量物にもかかわらず、手際よく作業が行われ、熟練ぶりが覗われる。ラック引取りから、パレッ

ト上の積みあげと移動までの所用時間は、2分30秒～3分以内であった。ドライバーの取り降ろし

とフォーク作業の連携もよく、ムダな時間を感じさせない。一連の作業はルーティン化されていて、

これ以上の効率化は難しい。 

・輸送車1台の取り降ろしの所要時間は、約1時間45分。今回、途中の休憩はほとんどなかったので、

普段は平均2時間とみる必要があるだろう。 

・構内補助要員が3名配置されているが、主に初めての車両に対する荷役の援助を行っている。 

・帰りは空車で、高速道路を使用。お昼過ぎ、御殿場センターに翌日運搬用製品の積み置きに入る。 

  

（３）御殿場センターからの自動車タイヤ輸送の運行実態について 

・御殿場センターから上尾配送センター間の輸送に従事しているドライバーの運転日報から、諸作業や

拘束時間等を以下に整理する。 

 

 

 

 

 

 

  図 御殿場センターからの自動車タイヤ輸送の運行実態 

 

・4運行の平均でみると、拘束時間が14時間10分と13時間を超えている。 

・上尾配送センターまでの往路の運転時間（一般道路利用）等は、平均3時間08分、上尾配送センター

から御殿場センター間の復路の運転時間（高速道路利用）等は、平均3時間48分となっている。 

・上尾配送センターでの滞在時間は、平均3時間02分となっており、手待ち時間や荷役時間の詳細は記

録されていないため、荷降ろし作業（荷役作業）時間を2時間とすると、手待ち時間等は平均1時間

02分となる。 

・御殿場センターでの滞在時間は、平均3時間28分となっており、手待ち時間や荷役時間の詳細は記録

されていないため、積込み作業（荷役作業）時間を2時間とすると、手待ち時間等は平均1時間28分

となる。 

月日 始業時刻
始業～上尾の
運転時間等

上尾配送ｾﾝﾀｰ
到着時刻

上尾配送ｾﾝﾀｰ
滞在時間

上尾配送ｾﾝﾀｰ
出発時刻

上尾～ＧＨＣの
運転時間等

ＧＨＣ
到着時刻

ＧＨＣでの
滞在時間

ＧＨＣ
出発時刻

終業時刻 拘束時間

8月23日 3:00 3:35 6:35 3:05 9:40 3:40 13:20 3:55 17:15 18:45 15:45

9月1日 3:45 2:30 6:15 3:20 9:35 3:25 13:00 3:45 16:45 17:10 13:25

9月9日 3:45 3:10 6:55 2:20 9:15 4:10 13:25 3:00 16:25 16:50 13:05

9月11日 2:45 3:20 6:05 3:25 9:30 4:00 13:30 3:15 16:45 17:10 14:25

平均 3:08 3:02 3:48 3:28 14:10

荷役作業 2:00 荷役作業 2:00

手待ち時間等 1:02 手待ち時間等 1:28



（４）本パイロット事業で対象とした「自動車タイヤ輸送」における問題点・課題 

①1日の拘束時間が13時間を超えている。 

・御殿場～上尾間の製品輸送における運行～取り降ろし～翌日分積み込みにいたる一運行の目安は、3

時に御殿場を出発し走行、荷降ろし。午後からの積み置き終了が17時である。先に整理した運行実態

から、拘束時間は平均14時間10分となっており、1日の基準である13時間を平均1時間強超える実

態となっている。 

・「改善告示」の〈最大 16 時間〉以下で違反ではないものの、拘束時間を基準内に収めることが望まし

く、生産性向上の観点からも同じ運行を短時間でこなすことができるよう改善することが望ましい。 

 

②手荷役による積込み作業のため、時間がかかる。 

・現行、積込み・取り降ろしがドライバーの手作業で行われており、約14時間の拘束時間のうち、ドラ

イバーによる手積み・手降ろしの荷役時間（前後 4 時間）がすべて拘束時間に含まれており、長時間

化の主な要因となっている。 

・全ての荷役作業が手荷役であり、作業に時間を要するとともに、ドライバーの作業負荷も大きい。 

・ドライバーには、「手積み手当」が支給されているとのことであるが、賃金面はさておき、この時間を

どう改善していくかが、ドライバーの拘束時間短縮のカギとなっている。 

・現状では、ベテランドライバーの熟練作業に依存している部分が大きい。今後、若手後継者を考えた

場合、作業の機械化、軽量化、作業時間の短縮化は避けて通れない問題である。 

 

③手待ち時間が生じている。 

・午後の御殿場センターでの積込み時に、順番待ちのため手待時間が発生している。 

・現在、上尾配送センター向けの積込み作業は手荷役で 2 時間程度を要しており、積込みのバース数も

限られているため、前の車両が積込み作業の途中にセンターに到着しても、それが終わるまでの時間

は待たざるを得なくなっているとのことである。運行実態からの推計では、1時間30分程度の手待ち

時間等が発生しているとみられ、これも拘束時間を長くしている一因となっている。 

・上尾配送センターでも、到着してから荷卸し作業開始までに手待ち時間等が発生するケースがある。 



１１．３ 改善の方向性について 
 

※改善の前提は、発荷主、運送事業者、着荷主が、三位一体で「コンプライアンスの厳守＝ルール（改善

基準告示）厳守」を前提とし、「自動車タイヤの安定的な輸送力の確保」のための「ドライバーの拘束時

間の短縮に向けた輸送システムの提供」を目指すものである。 

※本パイロット事業の対象輸送の現場では、これまでにも荷役作業の改善に向け、ローラーコンベアの導

入や構内補助要員の配置、ラックを利用した輸送の検討などが進められてきた。 

※今後、更にドライバーの拘束時間を削減する上での対応としては、「荷役作業の短時間化・省力化」、「手

待時間の短縮～積込みの順番化、時間の予定化～」、「高速道路利用による拘束時間の短縮」が考えられ

る。 

 

１１．３．１ 改善メニューのご提案 

（１）荷役作業の短時間化・省力化～当面の「荷役作業員の増員」と「将来のラック輸送の導入」～ 

・本パイロット事業対象の輸送では、荷役作業にかかる時間が拘束時間の長時間化の要因となっている。

また、手荷役はドライバーにとっての作業負荷が大きい。将来には当該作業を担当するドライバーの

確保が厳しさを増すことが懸念される。 

・自動車タイヤ輸送においては、本質的には「ラック輸送」の導入が望まれる。ただし、現時点では、

積載率の大幅な低下という問題のハードルが高いため、その導入は簡単ではないが、本パイロット事

業が、将来的な専用ラックによる一貫輸送の導入に向けた関係者間での本格的な議論・検討のきっか

けとなることが期待される。 

・なお、そこまでの間、現場での工夫による荷役作業の短時間化・省力化の取り組みが望まれる。 

 

①荷役補助作業員の増員等によるドライバーの荷役作業の軽減、短時間化 

・構内の荷役補助作業員の増員配置が検討できないか。現在上尾配送センターで3名配置（本来は5名

の予定が人員の確保が難しいとのこと）して荷役作業が補助されている。発着ともに要員数を増やす

ことができないか。 

・また、上尾配送センターの取り降ろしの際、ドライバーは、空ラックの組み立て、ハンドリフトによ

る移動の作業を行っている。この作業を、センター側のフォークマン等に協力いただく、あるいは荷

役作業員が分担することでドライバーから省略することはできないか。 

・人員確保の問題やコスト増、ベテランドライバーにあっては、かえって支障になるなどの課題も考え

られるが、荷役時間の短時間化とドライバーの作業負荷の低減につながると思われる。 

・本案については、ドライバーだけで荷役作業を行なった場合と、現在配置されている荷役補助作業員

が荷役作業を補助した場合とで、要する時間を計測するなどの効果検証を行うことから始めることが

望まれる。 

 



②荷役機器の更なる利用、工夫 

・積込みの際に使用している伸縮型コンベアーを取り降ろしの際も利用できないか。荷役時間の短縮は

大きくないかもしれないが、ドライバー負担の低減につながることは間違いない。 

 

③専用ラックによる一貫輸送の導入検討 

・前述のように、将来的には専用ラックによる工場～工場側物流センター～消費地側物流センター間の

一貫輸送が理想と考える。 

・本製品のような重量ロット貨物は、ラック輸送に適する。専用ラックを導入し、フォークリフトによ

る積み降ろし作業に変更することで、荷役作業の短時間化・省力化に大きな効果が期待できる。 

・ただし、これまで既に横浜ゴムおよび浜ゴム物流で検討した結果、専用ラック輸送の場合、車両積載

率が40％ダウンするとの試算があり、積載率の低下の分、運行車両台数の増加、車両運行回数の増加

を意味する。しかし、御殿場～上尾間で運行回数を増やすこと（たとえば、ピストン輸送）は、コス

トの増大を中心に、現時点では難しいと考えられる。 

・なお、これを克服するためには、車両の大型化（セミトレーラー化、フルトレーラー化）が考えられ

る。ただし、現行のセンター構内は狭隘であり、トレーラーが自由に接車できる構内の改造等も容易

でない。専用ラックの導入を含め、経済負担面で多くの問題を克服しなければならない。 

・将来的に物流の機械化、省力化、軽量化およびドライバーの負担軽減、時間短縮化は避けて通れない

問題として、今後本格的な議論・検討につながることが期待される。 

 

④同業他社との連携～専用ラックの共同開発～ 

・自動車タイヤメーカー主要 4 社の荷役形態は、いずれも手積み・手降ろしという。競合会社間の協力

体制は決して容易ではないであろうが、各社の物流の協力・共同化の検討が望まれる。 

・その一案として、専用ラックの共同開発ができないだろうか。たとえば、競合するビール各社でも、

パレットの規格は統一しているなど、他業界の取り組みも参考になる。製品のサイズ、重量とも各社

共通と思われるので、将来、物流に特化した共同開発が実現すれば、すくなくとも、現行のドライバ

ーの熟練と長時間労働に依存した体制は改善できるのではないか。 

 

（２）手待時間の短縮～積込みの順番化、時間の予定化～ 

・午後に集中する積込み時間帯を平準化（積込み時間の指定等）することによって、手待ち時間が改善

される。 

・積込み時間の集中（帰り便車の午後集中）の平準化については、横浜ゴムによる、物流の全体最適化

の中で検討されるべき課題である。多くの輸送車両が、午前中降ろしとなる現状では、午前中の積込

み指示は困難かもしれないが、同業他社の実施している「積込み時間指定（15分刻み）」などが参考に

なろう。 

・先に指摘した荷役補助作業員の増員や荷役機器の更なる利用、工夫、将来的な専用ラックの導入等に

より荷役作業の短時間化を並行して行うことにより、現状より積込み作業を短時間化し、積込み場所

の回転数を上げることで、余裕をもった時間指定ができることにつながることも期待できる。 



・上尾配送センターで発生している手待ち時間等については、運送事業者側で出発時間を遅らせる（9

月9日の運行のように3：45出発の場合、6：55に上尾配送センター到着、7：30からの作業開始まで

の手待ち時間等は35分）ことで、削減することも考えられる。 

 

（３）高速道路利用による拘束時間の短縮 

・拘束時間を現在の14時間から13時間以内に約1時間短縮する改善だけを問題にするならば、現行復

路のみの高速道路利用を、往路も利用するようにすることで、出発時間の繰り下げにより、運行時間

及び拘束時間の短縮を図ることができる。現在はドライバーの判断に任されているとのことでありコ

スト負担の問題はあるが、効果は期待できる。 

・本案については、往復ともに高速道路を利用することで、拘束時間がどの程度短縮するかを計測する

などの効果検証を行うことから始めることが望まれる。 

 

 

１１．４ トライアルの実施 

 

１１．４．１ トライアルの概要 

・提案された改善メニュー案をもとに、本パイロット事業の関係者（発荷主、元請運送事業者、実運送

事業者、着荷主）による検討の結果、トラック運転者の労働条件改善に向け、 

①宵積み後、翌朝の出発時間を30分前後遅らせた運行 

②上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた運行 

③御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日卸しとした運行 

上記3つのパターンでトライアル（実証実験）を実施した。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●従来の運行
7 :30荷受開始

月日 始業時刻
始業～上尾の
運転時間等

上尾配送ｾﾝﾀｰ
到着時刻

上尾配送ｾﾝﾀｰ
滞在時間

上尾配送ｾﾝﾀｰ
出発時刻

上尾～ＧＨＣの
運転時間等

ＧＨＣ
到着時刻

ＧＨＣでの
滞在時間

ＧＨＣ
出発時刻

終業時刻 拘束時間

8月23日 3:00 3:35 6:35 3:05 9:40 3:40 13:20 3:55 17:15 18:45 15:45
9月1日 3:45 2:30 6:15 3:20 9:35 3:25 13:00 3:45 16:45 17:10 13:25
9月9日 3:45 3:10 6:55 2:20 9:15 4:10 13:25 3:00 16:25 16:50 13:05
9月11日 2:45 3:20 6:05 3:25 9:30 4:00 13:30 3:15 16:45 17:10 14:25

平均 3:08 3:02 3:48 3:28 14 :10
荷役作業 2:00 荷役作業 2:00

手待ち時間等 1:02 手待ち時間等 1:28

①出発時刻を遅らせた運行
7 :30荷受開始

月日 始業時刻
始業～上尾の
運転時間等

上尾配送ｾﾝﾀｰ
到着時刻

上尾配送ｾﾝﾀｰ
滞在時間

上尾配送ｾﾝﾀｰ
出発時刻

上尾～ＧＨＣの
運転時間等

ＧＨＣ
到着時刻

ＧＨＣでの
滞在時間

ＧＨＣ
出発時刻

終業時刻 拘束時間

12月8日 3:30 3:25 6:55 1:45 8:40 2:20 11:00 3:00 14:00 14:15 10:45
12月9日 3:25 3:25 6:50 2:20 9:10 2:50 12:00 4:50 16:50 17:00 13:35
12月11日 3:20 3:20 6:40 2:25 9:05 2:50 11:55 3:05 15:00 15:40 12:20
12月15日 3:30 3:50 7:20 2:05 9:25 3:05 12:30 4:05 16:35 16:45 13:15

平均 3:30 2:08 2:46 3:45 12 :44
荷役作業 2:00 荷役作業 2:00

手待ち時間等 0:08 手待ち時間等 1:45

②上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた現在の運用
7 :00荷受開始

月日 始業時刻
始業～上尾の
運転時間等

上尾配送ｾﾝﾀｰ
到着時刻

上尾配送ｾﾝﾀｰ
滞在時間

上尾配送ｾﾝﾀｰ
出発時刻

上尾～ＧＨＣの
運転時間等

ＧＨＣ
到着時刻

ＧＨＣでの
滞在時間

ＧＨＣ
出発時刻

終業時刻 拘束時間

2月5日 3:10 3:05 6:15 2:35 8:50 2:55 11:45 4:00 15:45 16:45 13:35
2月6日 2:50 3:05 5:55 2:35 8:30 3:00 11:30 2:50 14:20 14:30 11:40
2月7日 2:45 3:10 5:55 2:45 8:40 2:55 11:35 4:45 16:20 16:35 13:50
2月7日 3:05 3:15 6:20 2:25 8:45 2:50 11:35 4:45 16:20 16:35 13:30
2月9日 2:50 3:20 6:10 2:00 8:10 2:10 10:20 2:55 13:15 13:30 10:40
2月10日 3:30 3:20 6:50 2:20 9:10 2:15 11:25 3:25 14:50 15:25 11:55

平均 3:12 2:26 2:40 3:47 12 :32
荷役作業 2:00 荷役作業 2:00

手待ち時間等 0:26 手待ち時間等 1:47

③御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日卸しとした運行

月日 始業時刻
始業～GHCの
運転時間等

ＧＨＣ
到着時刻

ＧＨＣでの
滞在時間

ＧＨＣ
出発時刻

上尾～ＧＨＣの
運転時間等

上尾配送ｾﾝﾀｰ
到着時刻

上尾配送ｾﾝﾀｰ
滞在時間

上尾配送ｾﾝﾀｰ
出発時刻

終業時刻 拘束時間

3月5日 7:10 0:25 7:35 2:35 10:10 5:40 15:50 2:00 17:50 21:15 14:05
3月6日 7:25 0:15 7:40 2:00 9:40 5:05 14:45 1:51 16:36 20:00 12:35
3月7日 7:30 0:10 7:40 2:00 9:40 2:50 12:30 2:00 14:30 19:35 12:05
3月8日 7:20 0:15 7:35 2:05 9:40 2:50 12:30 1:55 14:25 19:25 12:05
3月9日 7:25 0:15 7:40 2:15 9:55 4:05 14:00 2:05 16:05 18:55 11:30

平均 0:20 2:11 5:22 1:58 12 :28
荷役作業 2:00 荷役作業 2:00

手待ち時間等 0:11 手待ち時間等 △0:02

図　トライアル前後の運行状況等



１１．４．２ トライアル（１）宵積み後、翌朝の出発時間を30分前後遅らせた運行 

（１）トライアルの概要 

・1つめのトライアルは、従来通り前日に宵積み後、翌朝の出発時間を従来の3時前後から3時30分前

後へと約30分遅らせての運行である。 

・この運行は、従来は、上尾配送センターに到着後、7時30分の荷受け開始時間まで約1時間の手待ち

時間が発生していたため、出発時間を遅らせることで、手待ち時間を短縮することができるかどうか

のトライアルである。 

・このトライアルは、平成29年12月に4日間実施した。 

 

（２）トライアルによる改善効果 

・出発時間を約30分遅らせた運行では、上尾配送センターでの手待ち時間が、従来の1時間02分から、

トライアル4日間で平均8分へと54分短縮された。 

・1日の拘束時間は、従来の14時間10分から、トライアル4日間の平均12時間44分と1時間26分短

縮された。月間に換算すると、1時間26分×22日（想定平均稼働日数）＝31.5時間、年間に換算する

と378.4時間の短縮となる。 

 

１１．４．３ トライアル（２）上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた運行 

（１）トライアルの概要 

・2つめのトライアルは、従来通り前日に宵積み後、翌朝の出発時間を従来の3時前後のままとし、上尾

配送センターでの荷受け開始時間を、従来の7時30分から30分繰り上げて7時とした運行である。 

・この運行は、従来は、上尾配送センターに到着後、7時30分の荷受け開始時間まで約1時間の手待ち

時間が発生していたため、荷受け時間を早めることで、手待ち時間を短縮することができるかどうか

のトライアルである。 

・このトライアルは、平成30年2月に開始し、現在はこの運行を継続中である。 

 

（２）トライアルによる改善効果 

・荷受け時間を30分早めた運行では、上尾配送センターでの手待ち時間が、従来の1時間02分から、

トライアル6日間で平均26分へと36分短縮された。 

・1日の拘束時間は、従来の14時間10分から、トライアル6日間平均12時間32分と1時間38分短縮

された。月間に換算すると、1時間38分×22日（想定平均稼働日数）＝31.9時間、年間に換算すると

431.2時間の短縮となる。 

 

１１．４．４ トライアル（３）御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日卸しとした運行 

（１）トライアルの概要 

・3つめのトライアルは、従来は前日に宵積み後、翌朝出発し上尾配送センターで荷降ろし後、御殿場セ

ンターに戻り宵積みする運行から、御殿場センターでの積込みを朝とし、上尾配送センターで当日降

ろし、御殿場に戻って終業とする運行である。 

・このトライアルは、平成30年3月5日(月)～9日(金)の5日間実施した。 



①平成30年3月6日(火)の御殿場センターでの積込み時の作業概要 

・当日担当の車両は積載重量13,900㎏の大型車で、ドライバーはワンマン運行であった。 

・7：40に御殿場センターに到着し、8：05から積込み開始。自動車タイヤ1,150本を手積み作業にて積

み込み、9：25積込み作業終了。 

・その後、伝票の受け渡し等を実施し、9：40に上尾配送センターに向けて出発。 

②平成30年3月9日(金)の上尾配送センターでの荷降ろし時の作業概要 

・当日担当の車両は積載重量13,900㎏の大型車で、ドライバーはワンマン運行であった。 

・当日8：00に御殿場センターにて積込み作業開始。9：50に積込み終了、出発。 

・松田～厚木間高速使用も、途中交通事故渋滞があり、通常より約1時間30分遅れて、14：00上尾配送

センター着（通常は12：30頃着）。 

・14：10 荷降ろし作業開始。空ラックの組み立て～ラックへの積込み～ラックの倉庫内移動にはハン

ドリフトを使用。1ラックあたり重量200～300kg。所要作業時間は平均3分程度。 

・15：50 荷降ろし作業終了。出発。（一般道路走行で約4時間の予定） 

・20：00 車庫帰社予定。 

③ドライバーの感想 

・宵積みと比較すると、朝が遅い分だけ睡眠がとれ、カラダは休まる。カラダの疲労度からすれば、朝

積みの方がよい。 

・運転は朝早い方が楽。帰路はラッシュの時間帯と重なるので、時間が余計かかる。 

 

（２）トライアルによる改善効果 

・御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日降ろしとした運行では、御殿場センターでの手待

ち時間が、従来の1時間28分から、トライアル5日間で平均11分と1時間17分短縮された。また、

上尾配送センターでの手待ち時間が、従来の1時間02分から、トライアル5日間で平均プラス2分へ

と1時間04分短縮しているが、これは担当ドライバーの積込み作業の能力が高く短時間（約1時間30

分）で終了できたためである。前後の比較をするため、荷役時間は一律 2 時間として計算したため、

このような数値となった。 

・1日の拘束時間は、従来の14時間10分から、トライアル5日間平均12時間28分と1時間42分短縮

された。月間に換算すると、1時間42分×22日（想定平均稼働日数）＝37.4時間、年間に換算すると

449時間の短縮となる。 

 

 

  



１１．５ まとめ 
 

１１．５．１ 今回の対象事業の特性 

・今回パイロット事業の対象とした輸送は、横浜ゴム三島工場で生産され、御殿場センター（静岡県）

に保管された自動車タイヤを、御殿場センターから首都圏の配送拠点にあたる上尾配送センター（埼

玉県）へ輸送する自動車タイヤ輸送とした。 

・現状の対象輸送では、 

①1日の拘束時間が13時間を超えている。 

②手荷役による積込み作業のため、時間がかかる。 

③手待ち時間が生じている。 

という運行となっている。 

手荷役による積降ろしの改善については、これまでにもローラーコンベアの導入や構内補助要員の

配置、ラックを利用した輸送の検討などが進められてきた。中でもラックを利用した輸送については、

ドライバーの荷役時間及び拘束時間の短縮と労力の軽減に大きな効果が期待できるが、ラック利用に

より積載効率が大きく低下すること等が懸念され、更に時間をかけて検討することとなった。 

そこで現時点での改善案として、手待ち時間への対応について取り組むこととなった。 

具体的なトライアルとして、 

①宵積み後、翌朝の出発時間を30分前後遅らせた運行 

②上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた運行 

③御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日降ろしとした運行 

上記3つのパターンで実施した。 

 

１１．５．２ 今回の取り組みの評価 

・今回は関係事業者の理解と協力により、少しでも運転者の拘束時間を短縮化するため、手待ち時間の

短縮に取り組んだものである。 

・その成果については、以下のとおりである。 

①「宵積み後、翌朝の出発時間を30分前後遅らせた運行」により、上尾配送センターでの手待ち時

間が54分短縮された。1日の拘束時間は、1時間26分短縮され、月間換算31.5時間、年間換算

378.4時間の短縮となる。 

②「上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた運行」により、上尾配送センターでの手待

ち時間が36分短縮された。1日の拘束時間は、1時間38分短縮され、月間換算31.9時間、年間

換算431.2時間の短縮となる。 

③「御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日降ろしとした運行」により、御殿場センタ

ーでの手待ち時間が1時間17分短縮された。1日の拘束時間は、1時間42分短縮され、月間換算

37.4時間、年間換算449時間の短縮となる。 

 

・このように、今回のようなトライアルの実施により、確実にドライバーの労働条件に改善に結びつく

ことが確認できた。 



・「出発時間を遅らせた運行」と「荷受け時間を早めた運行」では、上尾配送センターでの手待ち時間は

「出発時間を遅らせた運行」のほうが短縮できるが、拘束時間は「荷受時間を早めた運行」のほうが

短縮できることが確認できた。これは「荷受時間を早めた運行」のほうが、上尾配送センターでの荷

受作業終了後、御殿場センターへ戻る途中の交通事情等が好条件な時間帯であることが一因と考えら

れる。 

・また、「御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日降ろしとした運行」は、最も拘束時間を短

縮できることが確認できた。 

・本トライアルで、上尾配送センターでの「荷受時間を早めた運行」によって、手待ち時間及び拘束時

間が短縮できることが確認できた結果、現在では、そのまま実運用として継続されており、意義のあ

る取り組みであったと考える。 

・なお、「御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日降ろしとした運行」は、宵積みと比較して、

朝が遅い分だけ睡眠がとれ、カラダは休まる。カラダの疲労度からすれば、朝積みの方がよいといっ

たドライバーの声もあり、ドライバーの安全・健康管理面でも効果があることが確認できた。 

・今回の成果の要因は、特に発荷主、元請運送事業者、実運送事業者、着荷主がそれぞれの立場で改善

の取り組みに積極的であったことが大きい。 

・今回の取り組みは、同じような貨物特性・作業特性のために運転者の労働時間短縮に取り組みかねて

いる他企業等にも参考になると思われる。 

 

１１．５．３ 今後の課題（更なる改善の可能性） 

・今回のトライアルを契機に、更なる労働環境の改善の可能性に向けた課題等を以下に整理する。 

・先に提案したように、本パイロット事業対象の輸送では、荷役作業にかかる時間が拘束時間の長時間

化の要因となっている。また、手荷役はドライバーにとっての作業負荷が大きく、今後当該作業を担

当するドライバーの確保が厳しさを増すことが懸念される。 

・自動車タイヤ輸送においては、将来的には専用ラックによる工場～工場側物流センター～消費地側物

流センター間の一貫輸送が理想と考える。フォークリフトによる積み降ろし作業に変更することで、

荷役作業の短時間化・省力化に大きな効果が期待できる。 

・専用ラック輸送の場合、車両積載率が40％ダウンするとの試算があり、積載率の低下の分、運行車両

台数の増加、車両運行回数の増加、ひいては物流コストアップとなってしまうことが課題となる。 

・将来的に物流の機械化、省力化、軽量化およびドライバーの負担軽減、時間短縮化は避けて通れない

問題として、今後本格的な議論・検討につながることが期待される。 

・手荷役に関しては自動車タイヤメーカー主要 4 社とも同様の課題を抱えていると思われるため、専用

ラックの共同開発も期待される。 

・なお、積載率の低下やそれによるコストアップへの対応が難しいとするならば、積込み作業、荷降ろ

し作業をロボット化することなども考えられる。その際には、ロボットによる積込み等作業中にドラ

イバーが待たないで済むように、スワップボディやトレーラーなど荷台だけを切り離しておける車両

の導入等も併せて検討することが考えられる。 

以上 



荷受時間の調整など運行計画の見直しによる
拘束時間短縮 静岡県

１．実施者の概要１．実施者の概要

発荷主企業：横浜ゴム㈱
ゴム製品製造業者であり、三島工場は同社の生産拠点の一つ
元請運送事業者：浜ゴム物流㈱
発荷主企業である横浜ゴム㈱の物流部門を受け持つ会社。横浜ゴム㈱三島工場内
にある三島事業所が対象。実運送は取次運送。
実運送事業者：㈱静岡サンワ
静岡県御殿場市に本社を置くトラック運送会社。三島工場から御殿場センターへの
輸送（下請事業者が担当）、御殿場センターから全国の配送センターへの輸送、御殿
場センター内の荷役・フォークリフト作業も担当。
着荷主：浜ゴム物流㈱
元請運送事業者の上尾配送センター。
荷種
自動車タイヤ

２．事業概要２．事業概要

①宵積み後、翌朝の出発時間を30分前後遅らせた運行

翌朝の出発時間が午前3時前後

上尾配送ｾﾝﾀｰでの手待時間 1時間02分

拘束時間 14時間10分

出発時間を
30分遅らせた

8分

12時間44分

短縮効果

▲54分

▲1時間26分

②上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた運行

上尾配送ｾﾝﾀｰでの荷受け開始が7:30

上尾配送ｾﾝﾀｰでの手待時間 1時間02分

拘束時間 14時間10分

荷受け開始を
30分早めた

26分

12時間32分

短縮効果

▲36分

▲1時間38分

③御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日卸しとした運行

御殿場ｾﾝﾀｰで宵積み

御殿場ｾﾝﾀー での手待時間 1時間28分

拘束時間 14時間10分

朝積みに変更

11分

12時間28分

短縮効果

▲1時間17分

▲1時間42分



３．課題３．課題

４．事業内容４．事業内容

６．荷主企業及び実運送事業者のメリット６．荷主企業及び実運送事業者のメリット

５．結果５．結果

① 1日の拘束時間が13時間を超えている

拘束時間は平均14時間10分となっており、1日の基準である13時間を平均1時間強超える実態に。

② 手荷役による積込み作業のため、時間がかかる。

③ 手待ち時間が生じている。

午後の御殿場センターでの積込み時に、順番待ちのため手待時間が発生。

上尾配送センターでも、到着してから荷卸し作業開始までに手待ち時間等が発生するケースが。

① 今回のようなトライアルの実施により、確実にドライバーの労働条件の改善に結びつくことが確認でき

た。

② 上尾配送センターでの「荷受時間を早めた運行」によって、手待ち時間及び拘束時間が短縮できるこ

とが確認できた結果、現在では、そのまま実運用として継続されており、意義のある取り組みとなった。

７．結果に結びついたポイント７．結果に結びついたポイント

① 今回の成果の要因は、特に発荷主、元請運送事業者、実運送事業者、着荷主がそれぞれの立場

で改善の取り組みに積極的であったことが大きい。

① 荷役作業の短時間化・省力化～当面の「荷役作業員の増員」と「将来のラック輸送の導入」～

１）荷役補助作業員の増員等によるドライバーの荷役作業の軽減、短時間化

２）荷役機器の更なる利用、工夫

３）専用ラックによる一貫輸送の導入検討

４）同業他社との連携～専用ラックの共同開発～

② 手待時間の短縮～積込みの順番化、時間の予定化～

③ 高速道路利用による拘束時間の短縮

① 宵積み後、翌朝の出発時間を30分前後遅らせた運行

上尾配送センターでの手待ち時間が、1時間02分から8分へと54分短縮。

1日の拘束時間は、14時間10分から12時間44分と1時間26分短縮。

② 上尾配送センターでの荷受け開始時間を30分早めた運行

上尾配送センターでの手待ち時間が、1時間02分から26分へと36分短縮。

1日の拘束時間は、14時間10分から12時間32分と1時間38分短縮。

③ 御殿場センターで朝積み、上尾配送センターで当日卸しとした運行

御殿場センターでの手待ち時間が、1時間28分から11分と1時間17分短縮。

1日の拘束時間は、14時間10分から12時間28分と1時間42分短縮。
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第１回検討会（6/27実施） 議事

１．コンサルティング事業実施の 「背景」と「目的」

２．ご参加いただく皆様の 「企業プロフィール」

３．コンサルティング事業の 「実施ステップ全体像」
A 実態調査準備フェーズ
B 詳細実態調査・要因分析フェーズ
C 改善策の検討・決定フェーズ
D 実証実験実施・評価フェーズ

４．「実態調査準備フェーズ 」の詳細ご説明
(1) 「チェックリスト」のご回答依頼
(2) 「データ分析」のデータ準備依頼
(3) 「疲労蓄積度自己診断チェックリスト」のご回答依頼
(4) 運行基本情報のヒアリング

５．近々のご依頼事項

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE1
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協議会の推進体制

静岡県地方協議会

中央協議会

××県地方協議会 ××県地方協議会

コンサルティング事業 コンサルティング事業コンサルティング事業

対
象
集
団

対
象
集
団

××県地方協議会

コンサルティング事業

対
象
集
団

１．コンサルティング事業実施の 「背景」 と「目的」

■背景
トラック運転者は、他業種の労働者と比較して長時間労働の実態にあり、労働基準関係法令違反が高水準で推移し、
また脳・心臓疾患の労災支給決定件数が最も多い職種となっているなど、
労働条件の改善が喫緊の課題となっている。
これら背景として荷主都合による手待ち時間の発生など、取引上の慣行から労働時間の短縮が進まない等の問題が挙げられる。

■目的
この背景を踏まえ、荷主及び貨物運送事業者が協力しながらトラック運転者の労働時間短縮を目指す実証実験を行い、
改善モデルの蓄積、及びその成果の業界全体への波及を目的として本事業を実施する。

パイロット事業実施の「背景」と「目的」

対
象
集
団

・A社様（荷主）
・B社様（物流業者）

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE2
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３．コンサルティング事業の 「実施ステップ全体像」

『Ｂ実態調査』に向けた準備

■実態調査に向けた準備の依頼
・チェックリストの回答依頼

・データ分析で使うデータ準備依頼

・疲労蓄積度ﾁｪｯｸﾘｽﾄの回答依頼

■運行基本情報の共有
現状の運行基本情報を整理し、
対象集団全員で共通認識。

＜運行基本情報＞
・輸送ﾈｯﾄﾜｰｸ図
・運行車数 ・車種

6/27
A．実態調査準備フェーズ

7月下旬～
B．実態調査・要因分析フェーズ

「チェックリスト」の分析実施
a 遵法度

改善基準告示等の
ルールが遵守できてない項目

b 拘束時間業務区分別 労働時間
長時間化が常態化している業務区分
(作業・手待ち等)

c 労働時間に関わるルールの知識
改善基準告示等の認識度

10月下旬～
Ｄ．実証実験実施・評価フェーズ

9月上旬～
C．改善策決定フェーズ

詳
細
実
態
調
査
結
果
の
共
有

実証実験

データ収集・分析
実験中に、改善策の
「評価指標」を算出

■対象集団企業が
データ収集

■富士通総研が分析

実
験
終
了
後

ア
ン
ケ
｜
ト
※

実
施

チェックリスト
回答

チェックリスト
配布

②過去事例の調査・整理

①チェックリスト分析 ＆ データ分析
＆ 疲労蓄積度自己診断チェックリスト

a 物流業界に拘らない
労働時間抑制の好事例を調査・整理

実証実験の
運用企画

改善策
評価の

仕組み検討
「評価指標」
設定

改
善
策
の
決
定

データ準備
準備データ
ファィル配布

「 デ ー タ 分 析 」 の 実 施
チェックリスト

回答
チェックリスト

配布

第4回打合せ

■実証実験
評価結果の
共有

第1回打合せ

■活動の全体ステップを説明
■富士通総研の実態調査実施に向け
対象集団に準備を依頼
・チェックリストの回答
・データ分析のデータ準備
・疲労蓄積度自己診断ﾁｪｯｸﾘｽﾄの回答

■運行基本情報をヒアリング

現時点

改善施策
アイデア出し

■実態調査・分析
結果共有
（事前共有）

第2回打合せ

■実態調査・分析
結果共有

■改善の方向性の
検討/合意

■改善施策アイデア
の共有

■改善施策の検討

第3回打合せ

■改善施策アイデア
の具体化

■改善施策の決定
■実証実験

運用企画/時期等

「疲労蓄積度チェックリスト 」の分析実施

・効果度
・緊急度
・即効性
(含：汎用性)

【

皆
様
と
の
打
合
せ

】
Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE

実証実験推進

富士通総研
が実証実験に
立ち合いチェックリスト等

回答済み
分析実施中
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４．実 態 調 査 準 備 フ ェ ー ズ

「Ⅰ．実態調査準備フェーズ」は、「Ⅱ．詳細実態調査・要因分析フェーズ」実施に向けて、4つの項目を実施。

(1)対象集団の全企業に、「チェックリスト」の回答を依頼。
(2)対象集団の元請・あるいは実運送事業者に、運送実績データ・発注情報の準備を依頼。
(3)元請・あるいは実運送事業者に、「疲労蓄積度自己診断チェックリスト」回答を依頼。
(4)対象集団の全企業に、現状の運行基本情報をヒアリング。

【 ご 依 頼 先 】

着荷主 元請発荷主 実運送

or

or

実際の運送を担ってらっしゃる企業

実際の運送を担ってらっしゃる企業

(1)チェックリストの配布
 ・対象集団の労働時間短縮に向けた問題点等の「思い」をアンケート方式で確認。

・チェックリストは、発荷主/着荷主/元請運送事業者/実運送事業者別に用意

(2)データ分析実施に向けたデータ準備依頼
・運行実績データと発注情報をベースに、弊社が、定数的に実態を把握し分析

(3)疲労蓄積度自己診断チェックリストの配布
・長時間労働の加え、ドライバーの疲労蓄積度をアンケート方式で確認。

(4)運行基本情報のヒアリング → 「もの」と「情報」の流れ
・本日、輸送ネットワーク等をヒアリングにて弊社が確認。

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE4
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(1)チェックリストについて

１．チェックリスト実施の主目的
長時間労働が常態化、あるいは高頻度で発生している拘束時間の業務区分を洗い出し、
発生原因と解決の方向性に関する「思い」を確認する事を主目的として実施。

２．チェックリストにご回答いただく対象者
発荷主・元請運送事業者・着荷主の方々 ※チェックリストは、対象者ごとに作成(個々の内容は、今から説明)。

※具体的な回答者は、チェックリストの内容を踏まえ、各社でご判断願います。
※ご回答頂く人数は各社にお任せ致しますが、各社1名以上の回答を

お願いいたします。

発荷主向け
チェックリスト

元請運送
事業者向け
チェックリスト

A社

・納入リードタイム等の
サービスレベル管理

・物流業務の全体の
統制/管理

直接、発荷主から
輸送依頼を受ける
貨物運送事業者

輸送依頼

B社

ご回答者の位置付けの概観
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【ご参考】チェックシート

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE

＜荷主用チェックシート＞

＜運送業者用チェックシート＞
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FUJITSU CONFIDENTIAL

(2)データ分析について

１．データ分析実施の主目的
チェックリストの回答に加え、徹底したデータ主義に則り、定数的実態把握と、気付いていない長時間労働の発生要因も
併せて発掘する。

２．データ分析の実施内容
「日々の運行実績データ」「発注情報」を活用し、
「どんな要因」が「どの業務区分の実績時間」の増減に影響を与えているかを分析。

［データ分析で実施する相関分析イメージ］

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE7
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【データ項目の説明】
※１行の単位

日々運行実績の「１運行」を「１行」に入力。出庫から帰庫までを「１運行」と勘案。 始業から終業までに「複数回送」する場合は、１回送単位を１行に入力。

必要なデータ(準備をご依頼するデータ)

データ項目 入力 内容 入力 例

内
荷扱時間

数字 棚入れ・仕分け・梱包・ラベル貼等の附帯
作業も含めた荷扱い作業時間の合計

4時45分の場合：
時間：4 分：45 と入力

内
荷待ち時間

数字 集配先で荷待ちをしている時間の合計 1時45分の場合：
時間：1 分：45 と入力

合計
伝票枚数

数字 1運行全集配先の合計伝票枚数 23枚の場合：23

合計
データ件数

数字 全伝票の合計行数
※伝票の1行を、1データ

46行の場合：46

最終データ
受信時刻

数字 発荷主からの発注情報の最終受信時刻 8月31日午後9時5分の場合
：08312105 (日付要)

集配箇所数 数字 集荷/配送の軒数合計 10軒の場合：10

内 時間指定
あり箇所数

数字 集荷/配送の軒数のうち、時間指定がある
軒数 ※AM指定等の時間帯指定含む

3軒の場合：3

合計物量 数字 最大時(出庫時)の積載物量。
・m3 /kgの何れか。
但し全行の入力単位は統一。

・集荷物量は勘案不要。

22m3の場合：22
1650kgの場合：1650

データ項目 入力 内容 入力 例

運行日付 数字 出発日付 ８月３日 の場合： 0803

車番 数字 ４桁数字のみ 車番 ・8‐31 の場合：831

車種 数字 積載可能トン数 10トン車の場合：10

運転手名 文字 匿名でもOK 沖原の場合：OK等の随意

始業時刻 数字 １運行の
始業時刻

８月3日午後9時の場合：
2100 (日付入力は不要)

終業時刻 数字 １運行の
終業時刻

８月4日午前10時の場合：
1000 (日付入力は不要)

合計
拘束時間

数字 始業から終業まで
の拘束時間合計

12時２0分の場合：
時間：12 分：20 と入力

内
運転時間

数字 拘束時間の中の
運転時間合計

3時30分の場合：
時間：3 分：30 と入力

(別紙：分析用実績データ入力シート参照)
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(3)疲労蓄積度自己診断チェックリストについて

１．実施の主目的
本事業は、「ドライバーが、脳・心臓疾患の労災支給決定件数が最も多い職種である事」が背景のひとつとなっています。
但し、脳・心臓疾患の労働時間に関わる発症要因は、長時間労働だけでなく「不規則な勤務」「深夜の勤務」も懸念すべき
発症要因です。
そこで、より広義な視点に立ち、ドライバーの「身体的負荷の軽減」も考慮する活動も、併せて展開したいと考えております。

２．実施方法
厚労省労働基準局が公開している「疲労蓄積度自己診断チェックリスト」を活用。

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE9



FUJITSU CONFIDENTIAL

3．ご回答頂きたい方
本対象集団の輸送に、定期的に従事なさっているドライバー (5名程度でOKです)

4．分析範疇と分析イメージ
■分析範疇

「疲労蓄積度自己診断チェックリスト」で洗い出される様々な内容は、
「精神的負担」や「暑熱作業」等、広範囲に亘った身体的負荷が表出化されますが、
今回は、コンサルティング事業の対象領域である「労働時間」の範疇に絞った活用にしたいと思っております。

■分析イメージ

5．その他
疲労蓄積度自己診断チェックリストは、今回のコンサルティング事業の実施範疇とは別枠で、実施を検討している内容です。
最終的な実施是非は、対象集団の皆さまと調整のうえ決定させて頂きます。

長時間労働抑制の改善策検討に加えて、別枠で改善策を検討。

表出化した内容の活用・・・施策例

深夜勤務の
負担が大きい。

へとへとだ・・・

疲労蓄積度
チェックリストで

表出化した内容

改善策例
荷主・トラック運送事業者間のSLA※見直しによるドライバーの勤務時間帯見直し

※：Service Level Agreementの略。締切り時間等、荷主と運送事業者が合意した「物流サービスレベル」
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(4)運行基本情報のヒアリング

１．運行基本情報ヒアリングの目的
・メンバー全員が、運行の全体像に関する共通認識を持ち詳細検討に臨む事で、検討の効率化/円滑化に繋げる。
・富士通総研が、基本情報を理解する。

注)あくまでも運行の全体像に関する共通認識を持つ事が目的です。
日々の運行実態では、様々なケースが生じている事は考えられますが、情報精度を求めるものでなく、あくまでも基本となる情報を整理させて
頂く事を目的としております。

２．ヒアリングする運行基本情報
・本日、富士通総研がヒアリングさせて頂きます。
・本日のヒアリング結果は、富士通総研にて整理のうえ、参加企業にメールにて後日送付させて頂きます。
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3．完成イメージ 例

Copyright 2018 FUJITSU RESERCH INSTITUE12



平成29年度 ＫＰＩ導入調査事業の報告

1

平成30年8月2日（木）
田村経営コンサルティング事務所
田村隆一郎

Ａ社
課題と設定したＫＰＩ

• 一部コース（県内から愛知、三重方面）の採算性が悪く、赤字となっていた。行きは複数の荷主があり、比較的積載率が高い日もあ
るが、帰りは1社固定荷主があるものの、積載率が低く収益性の改善が課題であった。

＜ＫＰＩ＞

①重量積載率＝
積載重量

積載可能重量
②ＰＬ積載率＝

積載ＰＬ枚数
積載可能ＰＬ枚数

それぞれ、「行き」、「帰り」別に積載率を評価する。
また、積載率は重量もしくはＰＬのいずれかが目標達成できるようにする。（目標積載率…行き90％、帰り40％）

取り組みの結果と
残った課題

・管理者が積載率を日々意識し配車を行い、当コースの収益性が改善されて赤字から脱却し、黒字状態が続いている。
・企業側もＫＰＩの取り組みにより大きな成果が出たと認識している。

Ｂ社
課題と設定したＫＰＩ

• 水産物（主に塩干物）の輸送量が年々低下し、採算性が悪化している。運賃が個建であるため、積載率を高め収益性を改善するこ
とが課題であった。

＜ＫＰＩ＞
1日当りの運行台数

取り組みの結果と
残った課題

• 築地から先の運行を中継料を支払うことで協力会社に輸送を依頼することを検討。

• 途中より、千住の仲卸からの要請で千住方面の物量が増加。→千住は従来通りの運行としている。
• 大宮は中継化を行い、中継料の負担を荷主に依頼しているが、交渉中となっている。
• 運行台数削減の効果は出ていない。ただし、運行距離が短縮されるなどで経費の削減が実施できている。

Ｂ社
（発地）

東京
築地

東京
千住

埼玉
大宮

Ｂ社
（発地）

東京
築地

東京
千住

埼玉
大宮

Ｂ社で運行

築地から先の輸送
を協力会社に依頼
（中継化）



2

Ｃ社
課題と設定したＫＰＩ

• 共同配送事業で、関東、大阪、中京方面の輸送を行っているが、一部コース（特に愛知方面）の採算性が悪く、収益性の改善が課
題となっている。

＜ＫＰＩ＞
（コース別の）粗利益率

取り組みの結果と
残った課題

• 行きは行き先が固定であるが、帰りは日によって積載率が変わる。帰りについても固定荷主を獲得することで採算性の改善を図る
計画である。

• 帰りの荷主の確保については継続して検討している。
• 従来、採算性が分からなかったものが、コース別等の採算性を分析できるようになったことが当事業の成果であると認識している。

Ｄ社
課題と設定したＫＰＩ

• 荷主（1社）の運行を5台で行っているが、その採算性が悪く、改善を図る必要がある。

＜ＫＰＩ＞
1台当りの売上高

取り組みの結果と
残った課題

• 荷主（Ｘ社）が委託している外部倉庫をＤ社倉庫に集約し、配送先を減らすことで運行台数を削減する計画である。

• Ｘ社に上記施策を提案し、理解は得ているが、Ｘ社の社内手続きが進んでおらず、承認待ちとなっている。

Ｃ社
愛知
（着地）

行き

集荷

集荷
帰り

（荷主は変わる）

Ｃ社
愛知
（着地）

行き

集荷 帰り
（荷主を固定）

Ｘ社
イ工場

Ｘ社
ロ工場

Ｘ社
ハ工場

Ｄ社

Ｘ社
外部倉庫

Ｘ社
ニ工場

Ｘ社
イ工場

Ｘ社
ロ工場

Ｘ社
ハ工場

Ｄ社
倉庫

Ｘ社
ニ工場

他の物流事業者に
委託



平成30年度 ＫＰＩ導入調査事業の進捗

3

Ｅ社
企業概要

• 車両台数は95台（大型65台、トレーラー16台、4ｔ 3台、シャーシ11台）
• 運行は中京エリア～北関東がメインで、フリーの運行が約8割となっている。
• 倉庫を所有し、医薬品の保管事業を行っている。

経営上の課題とＫＰＩ案 • 「安全」、「燃費」、「時間当たりの生産性」の改善を図りたい。平成30年4月より、ドライバー（65名）を7～8名ごとのチームに分け、3
つのテーマについて小集団活動を行っている。しかし、具体的な取り組みにつながっていないため、ＫＰＩを設定し、改善を進めていく。

• 「安全」についてはデジタコの評価データを活用する方向でＫＰＩを設定する。（例：デジタコの点数 〇点以上の比率。）また、商品事
故と車両事故を分けて分析する。

• 「燃費」についてはチームごとで評価する等、指標を再度検討する。
• 「時間当たりの生産性」については、現状は「時間当たりの実車距離」を分析しているが、ドライバーの努力が反映できるか疑問が
あるため、再度指標を検討する。

Ｆ社
企業概要

• 製紙会社の物流子会社。
• 車両台数は26台（すべて大型）。
• 運行エリアは関東～中京がメインで、一部東北、滋賀方面に運行している。
• 製紙工場からの製品は当社倉庫に入庫し、出庫指示に基づき輸送を行う。また親会社以外の紙製品の輸送も行っている。

経営上の課題とＫＰＩ案 • 「事故防止」、「コンプライアンス（時間管理）」、「収益性」が大きな課題であると認識している。
• 事故が最近増加しており、削減の取組みを進める必要がある。
• 労働時間の短縮に向けては、荷役作業をドライバーが行うのではなく庫内作業員が行うようにするなど、取り組みを進めてきたが長
時間労働となっており、一層の短縮が必要となっている。

• 収益性については、全社の収益は分かるが、エリア別や車両別等の分析を行ったことはない。
• 1日の拘束時間が15時間以上の日数、エリア別の採算性のデータ分析を行い、今後ＫＰＩを検討していく。
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Ｇ社
企業概要

• 車両台数は10台（大型2台、4ｔ 7台、2ｔ 1台）
• 大手日用品メーカーの2次請けの運行が全体の約6割。その他、住設機器や青果の輸送を行っている。
• 運行は中京エリアがメインで、すべて日帰りとなっている。

経営上の課題とＫＰＩ案 • 収益性の改善が課題となっている。現状は利益が確保できていない状況である。
• 日用品メーカーの輸送は、行きは固定的に荷があるが、帰りに荷があるときと無いときがある。
• 以前、車両ごとの採算性の分析を行ったことがあるが、現在はデータ分析は行えていない。どのように分析すべきかがわからない
状況となっている。

• まず、車両別の採算性分析を行い、改善のターゲットを見つけ、ＫＰＩを設定する。

Ｈ社
企業概要

• 車両台数は101台。
• 主に郵便の輸送を行っており、売上に占める郵便輸送の比率は約8割。他に家具、精密機器等の一般貨物輸送、また学校給食の
配送を行っている。

• 事業所は県内に本社を含め3営業所、神奈川に2営業所がある。

経営上の課題とＫＰＩ案 • 郵便の輸送については、時間や運行ルートが厳密に決められており、採算性を自社で改善させることは難しい。
• 安全面、人材面についての課題が大きい。安全については、事故が多くなっており、早急な取り組みが必要となっている。年間事故
件数の目標値はあるが、その達成に向けた取組みを進めていきたい意向がある。

• 人材面については、ドライバー不足であり、その影響で労働時間も長くなっている。ドライバーの採用を続けているが、応募がほとん
どなく充足できていない。管理者も乗務せざるを得ないことがある。

• ＫＰＩとしては安全面を中心に設定する。事故の減少に向け、適切な指標を検討していく。デジタコのデータはあるが、現在はそれを
活用していない。デジタコのデータからＫＰＩを設定できないか検討を進める。























自動車運送事業の働き方改革の
実現に向けた政府行動計画

工程表

〈参考資料②〉



Ⅰ．長時間労働是正の環境整備
(1)労働生産性の向上

1



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

トラック運転者の長時間労働を是正するためのガイドラインの作成・見直し

ガイドラインの作成
トラック運転者の長時間労働
を是正するためのガイドライン
の作成・見直し

【課題】
トラック運転者の長時間労働の是正
を進めるにあたっては、発荷主や配送
先の着荷主の都合により荷待ち時間
が発生するなどといった、業務の特性
や取引慣行等の個々のトラック事業
者の努力だけでは解決できない課題
の解決が必要であり、発着の荷主も
一体となった取組みを進めることが重
要。

【施策】
・長時間労働の改善を図るために運送事業者と発着荷主とで連携して2016・
2017年度に実施したパイロット事業により得られたノウハウを取りまとめた「ガイ
ドライン」を作成し、横展開を図る。

・2018年度において、コンサルティング事業を実施するとともに、それにより得られ
た成果についても、上記ガイドラインに反映する。

国土交通省・厚生労働省

全国に広く横展開

上限規制の
適用開始

2

コンサルティング事業の実施

2018年度の
コンサルティン
グ事業の結果
を踏まえガイド
ラインを改定

1



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷待ち時間が長い輸送分野等における取組の推進
【課題】
トラック運転者の長時間労働の改善
を進めるためには、輸送分野別の実
態を踏まえつつ、課題を掘り下げて検
討することが必要。

【施策】
・2017年7月実施の荷待ち時間の調査結果のうち、まずは件数の特に多い輸
送分野において、課題についての意見交換等を行い、効果的な取り組みについ
て横展開を図る。

上限規制の
適用開始

3

国土交通省・農林水産省・経済産業省

課題についての意見交換、検証
荷待ち時間が長い輸送分野
等における取組の推進 広く横展開

2



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

中小企業等経営強化法に基づく支援制度等の活用促進

中小企業等経営強化法に基
づく支援制度等の活用促進

【課題】
自動車運送事業者は、中小事業者
の割合が高く、生産性の向上に資す
る設備投資等を促進することで、経
営力の向上を図ることが必要。

【施策】
・中小企業等経営強化法に基づき、貨物自動車運送事業については2016年7
月、旅客自動車運送事業については2018年3月に、それぞれ経営力向上に関
する指針を公布・施行したところ。

・各地方運輸局や業界団体等と連携し、指針の周知を行うとともに、関連する支
援制度の周知･活用促進を図ることにより、自動車運送事業者の経営力の向
上を図る。

・各地方運輸局や業界団体等と連携した指針の周知
・支援制度等の周知・活用促進 上限規制の

適用開始

4

国土交通省

3



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

トラック予約受付システム等の導入促進

物流総合効率化法の枠組みを活用した物流施設へのトラック予約受付システムの導入促進
②物流総合効率化法の枠
組みを活用した物流施設へ
のトラック予約受付システム
の導入促進

【課題】
トラック運転者の長時
間労働の是正を図るた
め、物流施設における
荷待ち時間の短縮や、
貨物の輸送効率の向
上に資する取組が必要。

【施策】
①2020年度まで物流事業者及び倉庫事業者がトラックの運行情報や荷物情報を共有できる
バース予約調整システムの導入を促進する。

②物流総合効率化法の枠組みを活用し、物流施設におけるトラック予約受付システムの導入を
促進することにより、関係者間の連携・協働・高機能化を促進し、荷待ち時間の短縮を図る。

③卸売市場等の物流拠点において、荷待ち時間を削減するため、トラック予約受付システム等
のICTシステム導入による効果を検証し、その活用事例を横展開する。

④トラック事業者等に対し、車両動態管理システム等の導入に係る費用を補助し、当該システム
等を活用した荷主との連携による輸送効率の向上や省エネ効果を実証する。

上限規制の
適用開始

5

車両動態管理システム等の導入に
係る費用の補助・省エネ効果の実
証

④車両動態管理システムを活
用したトラック輸送の効率化

③ICTを活用した農産品物
流の効率化

ICTシステム導入による物流効率へ
の効果を検証 ICTシステム活用事例の横展開

①環境省②国土交通省③農林水産省④経済産業省

バース予約調整システムの導入支援①物流倉庫へのバース予約
調整システムの導入支援

4

5

6
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

農産物の物流拠点の効率活用
【課題】
農産物のロット集約や効率的な集配
送等に重要な卸売市場や民間の物
流センター等の物流拠点について、
稼働率が低い時間帯の存在、自動
化・パレット化等が不十分など、効率
的な活用に課題。

【施策】
・農産物の物流拠点や他産業等の事例調査を通じて、物流資源の「見える化」、
物流合理化施策の評価・改善等を実施し、その活用方法等を横展開する。

上限規制の
適用開始

農林水産省

6

農産物の物流拠点の調査・分析、
評価指標の開発

物流拠点情報の「見
える化」、施策評価・
改善

物流拠点の合理的な活用方法等を横展開
農産物の物流拠点の効率
活用

8



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

「AIターミナル」の実現

荷役システム高度化の実証

【施策】
・2018年度中に、「AIターミナル※ 」の実現に向けて、具体的な目標と工程を策定・公表する。

※「AIターミナル」：AI、IoT、自働化技術を組み合わせ、世界最高水準の生産性を有し、労働環境の良い
コンテナターミナル

・「情報技術を活用した海上コンテナ物流の高度化」については、2018年度に実証事業を引き続き実施し、
ゲート処理・ヤード内荷役の効率化を実現するための情報技術の開発及び運用方法の実証を行う。
2019年度以降、本実証事業で確立した技術の各港湾への普及を目指す。

・「荷役システム高度化」については、2018年度に実証事業を引き続き実施し、荷役機械（RTG※）の遠隔
操作の導入に向けた安全面の検討を行う。2019年度以降、荷役機械の遠隔操作化の導入促進に向け
た環境整備を行う。※RTG（Rubber Tired Gantry crane）：タイヤ式門型クレーン

・「AI等を活用したターミナルオペレーションの効率化・最適化」については、 2018年度から実証事業を実施
し、 AIの活用による荷繰りを最小化したコンテナ蔵置計画の提案等に係る検討を行う。

AI等を活用したターミナルオ
ペレーションの効率化・最適
化に関する実証等

「AIターミナル」の実現に向けた
具体的な目標と工程の策定、公表

荷役機械の遠隔操作化の導入促進

AI等を活用したターミナルオペレーションの効率化・最適化に関する実証等

【課題】
コンテナ船の大型化に伴
いコンテナ積卸個数が増
大し、荷役が長時間化し
ている。
また、これに伴い、コンテ
ナターミナル周りの渋滞
が深刻化している。
このため、港湾における
荷役時間・トレーラー滞
留時間の短縮が必要。

荷役システム高度化実証事
業

情報技術を活用した海上
コンテナ物流の高度化実
証事業

情報技術を活用したコンテナ搬出入の実用化 上限規制の
適用開始

「AIターミナル」の実現に向け
た具体的な目標と工程の策
定・公表

情報技術を活用した海上コンテナ
物流の高度化の実証

「AIターミナル」の実現

7

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

農産品輸送のパレット化等による物流効率化の推進

コンサルティング事業の実施 全国に広く横展開②パレット化等による機械荷
役への転換促進

【課題】
トラック運転者の長時間労
働の是正及び労働環境の
改善を図るため、荷役時間
の短縮等物流の効率化が
課題。
このためには、農産品の一
貫パレチゼーションの推進や、
パレット化等による荷役の機
械化等が必要。

【施策】
①新たな輸送体系の推進
・統一規格のパレットを共同利用・管理する循環利用モデルを作り、適切な運営体制を構
築するための支援を行い、持続可能な一貫パレチゼーションを実現する。

・園芸作物について複数産地や異業種との共同集荷・配送システムの導入等によるトラッ
ク輸送の高度化や新たな船舶輸送体制の構築等、新たな輸送技術・方式の導入を支
援する。

②パレット化等による機械荷役への転換促進
・物流コンサルタントによるコンサルティング等を通じて、運送事業者と荷主との連携による
パレット輸送への転換等を促進し、長時間労働の改善や生産性向上を図る。

上限規制の
適用開始

8

循環利用モデルの運用実証及び導
入普及のための取組を支援

課題の検証と対策の検討
循環利用モデルの拡大に向けた取組を推進し、
2020年度までに荷待ち・荷役時間等の30％削
減を目指す

引き続き、全国的な取組
となるよう普及を進め、持
続可能な一貫パレチゼー
ションの実現を目指す

①新たな輸送体系の推進

①農林水産省②国土交通省

全国に広く横展開
高度共同輸送体制の確立やモーダ
ルシフトの新展開、花き物流システム
の転換のための実証の取組を支援

農産品の一貫パレチゼーショ
ンの推進

園芸作物の物流の効率化・
高度化の推進

10
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

スワップボディコンテナ車両の導入促進

スワップボディコンテナ車両の導入支援①スワップボディコンテナ車両
の導入支援

【課題】
トラック運転者の長時
間労働の是正及び労
働環境の改善を図る
ため、荷役時間の短
縮が課題。

【施策】
①スワップボディコンテナ車両の導入支援
・2020年度まで中継輸送やトラックの積載率向上等を推進するため、車体と荷台を簡易分離
することが可能なスワップボディコンテナ車両の導入を促進する。

②スワップボディコンテナ車両の利活用の検討
・荷役作業を効率化するスワップボディコンテナ車両について、全国的な普及にあたり、関係者と
の技術面や運用面の調整が必要であることから、官民から成る利活用検討協議会を立ち上げ
て検討を行い、2018年度中にガイドラインを制定する。

①環境省②国土交通省

上限規制の
適用開始

9

②スワップボディコンテナ車両
の利活用の検討

・利活用検討協議会の開催
・ガイドラインの制定 ガイドラインの普及促進

12
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

ネットワークを賢く使う（渋滞対策の推進）

ピンポイント渋滞対策の実施①ピンポイント渋滞対策

【課題】
自動車運送事業における走行時間
を削減し長時間労働を是正するため、
道路における渋滞を改善することが
必要。

【施策】
①ピンポイント渋滞対策
・より低コストでより早期的に高速道路の渋滞対策・機能強化等を図るため、
ETC2.0等のビックデータを用いたピンポイント渋滞対策を実施する。

②主要幹線道路の整備等渋滞対策の推進
・容量が絶対的に不足している都市圏における既存の高速道路ネットワークを補
完する主要幹線道路を料金政策も活用しつつ、強化する。

③高速道路ネットワークの整備の推進
・必要な高速道路ネットワークの整備を推進する。

必要な高速道路ネットワークの整備を推進③高速道路ネットワークの
整備の推進

主要幹線道路の整備等渋滞対策の推進②主要幹線道路の整備等
渋滞対策の推進

上限規制の
適用開始

国土交通省

10
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

高速道路料金の割引拡充

大口・多頻度割引の拡充
措置の延長等
※拡充措置の継続の必要性
について検討

大口・多頻度割引の拡充等

【課題】
自動車運送事業者の長時間労働是
正にあたっては、高速道路の活用を
促進し輸送にかかる時間を短縮する
ことが課題。

【施策】
・ETC2.0を利用する自動車運送事業者に対し、大口・多頻度割引の最大割引率
を40％から50％に拡充する措置の延長（平成31年3月末まで）等を実施す
る。

上限規制の
適用開始

国土交通省

11
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

交通・物流拠点とのネットワークのアクセス強化及び物流ネットワークの強化

スマートＩＣの整備を推進①スマートＩＣの整備推進

【課題】
自動車運送事業者の長
時間労働是正にあたって
は、交通アクセスの改善に
より輸送にかかる時間を短
縮することが課題。

【施策】
①スマートICの整備推進
・交通・物流拠点等から高速道路等のネットワークへのアクセス性の向上を図るため、スマー
トＩＣの整備を推進する。

②民間施設直結スマートＩＣ制度の活用推進
・高速道路と民間施設を直結する民間施設直結スマートＩＣ制度の活用を推進する。
③新東名・新名神の整備促進・機能強化
・全国の物流の基軸となり、三大都市圏を連結する東名・名神のダブルネットワーク機能をさ
らに充実させるべく、新東名・新名神の整備促進・機能強化を図る。

④ミッシングリンクの整備
・国際競争力・地域の自立等を強化する道路ネットワークを形成する。

新東名・新名神の整備促進・機能強化を図る③新東名・新名神の整備促
進・機能強化

ミッシングリンクの整備について順次事業を実施④ミッシングリンクの整備

②民間施設直結スマートＩ
Ｃ制度の活用推進

民間施設直結スマートＩＣ制度の活用を推進
上限規制の
適用開始

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

貨物集配中の車両に係る駐車規制の見直し

各都道府県警察において、2020年度末までに完了するよう駐車規制の見直しを実施貨物集配中の車両に係る駐
車規制の見直し

【課題】
違法駐車は、円滑な物流の妨げ等と
なる渋滞や事故の原因となるなど、
社会経済活動に悪影響を及ぼすも
のであるため、適切な駐車規制は不
可欠である一方で、貨物集配中の車
両による短時間の駐車需要への対
応が求められている。

【施策】
・安全・円滑な交通を確保しつつ集配中の宅配車両等を駐車させることができる
場所については、一定の範囲で貨物集配中の車両の駐車を可能とする駐車規
制の見直しを行うよう、都道府県警察に対して2018年２月20日付けで通達
を発出したところ。

・本通達に基づく駐車規制の見直しは、迅速な見直しが可能なものについては可
能な限り早期に見直しを行うこととしつつ、2020年度末までに見直しが完了す
るよう、計画的かつ集中的に実施する。

警察庁

上限規制の
適用開始

必要に応じ、随時駐車
規制の見直しを実施

13
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

都市中心部等における物流の円滑化・効率化

「物流を考慮した建築物の設計・運用について～大規模建築物に係る物流の円滑化の手引き～」の周知・活用促進

・物流総合効率化法による事業認定及び認定を通じた優良事例の普及促進
・総合効率化計画策定のための支援
・グリーン物流パートナーシップ会議を通じた優良事業者表彰

①物流を考慮した建築物の
設計・運用の普及促進

【課題】
商業施設等の建築物の計画において、円滑
な物流の確保の観点から設計・運用を行う
ことが必ずしも意識されておらず、屋内駐車
場へトラックが入れない、荷役に利用できる
エレベーターが不足する等、都市中心部等
における物流の円滑化・
効率化の阻害要因と
なっているため、改善が
必要。

【施策】
①物流を考慮した建築物の設計・運用の普及促進
・大規模建築物が物流を考慮した設計となるよう、「物流を考慮した建
築物の設計・運用について～大規模建築物に係る物流の円滑化の手
引き～」（2017年３月物流を考慮した建築物の設計・運用検討会と
りまとめ）を関係者へ周知し、その活用を促進する。

②物流効率化法の活用による物流効率化
・併せて、都市中心部等における集配作業の効率化等を図るため、物流
総合効率化法の活用等により、共同輸配送等の取組を促進する 。

②物流効率化法の活用によ
る物流効率化

ビル内の駐車場に入れず、周辺の
道路上で荷捌きを行っている様子。

上限規制の
適用開始

14

国土交通省
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受取方法の多様化の促進等による宅配便の再配達の削減

15

①②環境省③国土交通省

2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

主に地方部におけるオープン型宅
配ボックス設置に係るガイドライン
策定①オープン型宅配ボックスの

普及拡大

【課題】
宅配便の再配達はCO2排
出量増大及びトラック運
転者の配達ロスとなり輸
送効率を低下させているこ
とから、宅配便の再配達を
削減することが必要。

【施策】
①宅配便の再配達削減を図るため、駅やコンビニ等の公共スペースにおいて特定の事業者で
なくとも利用できる「オープン型宅配ボックス」の普及等、宅配便の受取方法の多様化や消費
者に対する意識啓発に向けた取組を促進する。
2018年度に主に地方部におけるオープン型宅配ボックスのCO2削減効果ポテンシャルや導
入メリット等を整理し、設置に係るガイドラインを策定する。
2019年度まで複数の事業者がオープン型宅配ボックスを共同利用できるように情報処理・
配送管理システムのネットワーク化を支援する。

②併せて、国民運動「COOL CHOICEできるだけ１回で受け取りませんかキャンペーン」を行
い、消費者に向けて宅配ボックス活用やコンビニ受取等、宅配便をできるだけ１回で受け取る
ための取組の普及啓発を行う。

③建築物における宅配ボックスの設置促進に向け、宅配ボックス設置部分に係る容積率の扱
いの合理化を検討する。

宅配便再配達の削減
に向けた取組を推進②国民運動「COOL 

CHOICEできるだけ１回で受
け取りませんかキャンペーン」

特に次世代を担う若者向けの呼び
かけを強化

引き続き、効果的に国民運動を展開し、消費者に
対する普及啓発を促進

事業者及び関係省庁と連携し、宅配便再配達
削減に向けた取組を検討

オープン型宅配ボックスの利用に係る情報処理・配送管理シス
テムのネットワーク化支援

上限規制の
適用開始

共同住宅以外の建築物も含め、宅
配ボックス設置部分に係る容積率
の扱いの合理化を検討

③建築物における宅配ボック
ス設置部分に係る容積率の
扱いの合理化

検討結果を踏まえ、所要の措置を講じる

25
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

ダブル連結トラックの導入促進
【課題】
長距離トラック運転者の
不足に対応するとともに、
長時間労働を是正するた
め、トラック輸送の高効率
化が必要。

【施策】
①ダブル連結トラックの車両導入に向けた特車許可基準の見直し等
・１台でトラック約２台分の輸送が可能なダブル連結トラック車両の導入を可能とするため、
2016年11月より新東名を中心とするフィールドでダブル連結トラックの実験を実施する。

・実験結果を踏まえ、特車許可基準の車両長の緩和等の環境整備を検討する。
・2018年度の本格導入を目指す。
②ダブル連結トラックの導入支援
・2020年度まで通常の大型トラック約２台分まで輸送可能なダブル連結トラックの導入を促
進する。

上限規制の
適用開始

16

①国土交通省②環境省

②ダブル連結トラックの導入
支援

ダブル連結トラックの導入支援

①ダブル連結トラックの車両
導入に向けた特車許可基準
の見直し等

実験実施、結果取りまと
め、本格導入に必要な条
件等の整理

ダブル連結トラックの本格導入
28

29



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

重要物流道路の指定

平常時・災害時を問わない安定的な輸送の確保・
電子データを活用した特車申請の自動審査システムの強化等

①重要物流道路制度の推
進

【課題】
深刻な運転者不足が進行するなど、
物流の危機的な状況が顕在化して
おり、物流の生産性を高めるための
取組を強化し、自動車運送事業者
の負担を減らすことが必要。
また、近年、災害の頻発化や激甚化
が進んでおり、災害発生時における
救助・救援活動の支援や緊急支援
物資などの輸送時に円滑な交通網を
確保することにより自動車運送事業
者の負担を減らすことが必要。
さらに、増加する特車申請件数に追
いつかず、平均審査日数が約２倍に
増加、１ヶ月以上を要しているため、
特車申請にかかる期間を短縮するこ
とが必要

【施策】
①重要物流道路制度の推進
・平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物
流上重要な道路輸送網を「重要物流道路」として指定し、機能強化、重点支援
を実施する。

・トラックの大型化に対応した道路構造の強化
・国際海上コンテナ車（４０ft背高）の特車許可を不要
・災害時の道路の啓開・復旧の迅速化 等

②電子データを活用した特車申請の自動審査システムの強化
・電子データを活用した特車申請の自動審査システムを強化する。

・特車申請件数の多い地方道について、順次、国が道路情報便覧を作成
・特車許可実績をデータベース化し、自動審査を代替
・車両搭載センシング技術等の電子データを活用

③特車許可期間の延長
・特車許可期間の延長（現行２年）を検討する。

②電子データを活用した特
車申請の自動審査システム
の強化

自動審査システムの強化

許可期間の延長③特車許可期間の延長

上限規制の
適用開始

国土交通省

17
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32



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

旅客運送と貨物運送の「かけもち」の可能化（客貨混載・併用）
【課題】
過疎地域における人流・物流サービス
の持続可能性の確保が必要。

【施策】
・過疎地域等において旅客及び貨物の両事業の許可をそれぞれ取得した場合に
は、一定の条件のもとで、バス車両やタクシー車両を用いた貨物運送又はトラッ
ク車両を用いた旅客運送を行うことができる制度（2017年9月より開始）の
運用等を行う。

上限規制の
適用開始

18

国土交通省

旅客運送事業及び貨物運送事業の「かけもち」を可能とする制度の運用等
過疎地域における旅客・貨
物の「かけもち」の制度運用
等

33



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

モーダルシフトや共同輸配送の促進
【課題】
トラック運転者不足や長時間労働の
是正のためには、一度に大量の荷物
の輸送が可能な鉄道や内航海運を
活用したモーダルシフトや共同輸配送
の促進が必要。

【施策】
・鉄道や船舶へのモーダルシフトや中継輸送を含む共同輸配送を促進するため、
物流総合効率化法に基づく総合効率化計画の認定を行う。

・併せて総合効率化計画の策定のための調査事業や、認定を受けたモーダルシフ
ト等に係る総合効率化計画に基づき実施する事業について支援する。

・また、グリーン物流パートナーシップ会議において、物流分野における地球温暖
化対策や生産性向上に顕著な功績があった荷主、物流事業者等が共同した
取組に対し、その功績を国土交通大臣等から表彰することにより、モーダルシフト
をはじめ、グリーン物流の普及拡大を図る。

上限規制の
適用開始

19

国土交通省

・物流総合効率化法による事業認定及び認定を通じた優良事例の普及促進
・総合効率化計画策定のための支援
・認定を受けたモーダルシフトに係る総合効率化計画に基づき実施する事業の運行経費支援
・グリーン物流パートナーシップ会議を通じた優良事業者表彰

物流効率化法の活用による
物流効率化（再掲）

再
掲



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

トラック隊列走行の実証実験の実施

後続無人隊列後続無人隊列
システムのテスト
コース実証

車両開発

【課題】
長距離トラック運転者の不足に対応
するとともに、長時間労働を是正する
ため、後続車両無人のトラックの隊
列走行を実現するための実証実験が
必要。

【施策】
・2020年度に高速道路での後続無人隊列走行を実現するため、車両技術の開
発及び事業として成立・継続するために必要な要件・枠組みについて検討を実
施する。

⁃ 隊列で走行する車両に係る電子牽引の要件の検討（車両基準、運転に必
要な免許、走行車線等）

⁃ ３台以上の連結を念頭に25ｍ超え隊列走行のための要件の検討
⁃ 隊列走行に用いる技術や実証実験の成果、運用ルール等に応じて、インフラ

面等の事業環境の検討
⁃ 後続無人隊列システムの実証

走行実証

制度整備

実環境下での実環境下での
課題洗い出し
と改善

量産に向量産に向
けた車両
設計

量産化に向けた製造 ラインの構築・量産化

後続有人実証実験 後続無人隊列システムの実証実験
（後続有人状態で実証開始）

走行距離、走行可能
範囲の拡大

隊列で走行する車両に係る
電子牽引の要件の検討
３台以上の連結を念頭に
２５ｍ超え隊列走行のた
めの要件の検討

隊列走行に用いる技術や実証実験の成果、運用隊列走行に用いる技術や実証実験の成果、運用
ルール等に応じて、インフラ面等の事業環境の検
討※

※国土交通省自動運転戦略本部（H28.12設置）の
ワーキンググループにおいて、ダブル連結トラック
の実験（H28.11～H30）の状況も踏まえ必要な協力
等について検討

必要に応じて、イン フラ面等の事業
環境の整備

高
速
道
路
（
新
東
名
）
で
の
後
続
無
人
隊
列
走
行
の
実
現

高速
道路
でのト
ラック
隊列
走行を
早けれ
ば
2022
年に商
業化
するこ
とを目
指す

上限規制の
適用開始

インフラ整備

トラック隊列走行の実証実験
の実施

20

経済産業省・国土交通省

34



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

自動運転サービスの実験・実装の推進
【課題】
今後人口減少が見込まれる中、過疎
地域等地方における移動手段の確
保や、運転者不足への対応等が喫
緊の課題。

【施策】
・限定地域での無人自動運転移動サービス等の実現・普及に向けた取組を実施
する。

・2020年までに、限定地域における公共交通等における無人自動運転における
移動サービスを実現し、2025年以降このようなサービスの全国展開を図ること
を目指す。

限定地域での無人自動運
転による自動運転サービス

サービス展開、さらなる
高度化（サービス地域
の拡大、サービス内容
の拡充等）

（中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービスの実証実験）

全国各地
域での実
現

実証実験の拡大・社会実装
地域特性を活かした多様なビジネスモデルの検討

限定地域
での実現 上限規制の

適用開始

国土交通省

21

35



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

地域公共交通ネットワークの再編等

・地方運輸局等を通じた地域の協議会への参画

・地域における生産性向上の取組状況を把握の上、必要に応じた取組の改善等を助言・指導
①地域公共交通ネットワーク
再編等の促進

【課題】
今後の人口減少が見込まれる中
で、地方部を中心に路線バス事業
の輸送人員は減少傾向で赤字が
拡大している状況にあるため、持
続可能な地域公共交通ネットワー
クの形成等を通じて、バス事業に
おける生産性向上を図ることが必
要。

【施策】
①地域公共交通ネットワーク再編等の促進
・地方運輸局等を通じて、地方公共団体、バス事業者等から成る協議会に参画し、関係者と密接
な意見交換を行いつつ、地域の特性を十分踏まえた生産性向上のための取組の推進を促す（生
産性向上の取組状況を把握の上、必要に応じた取組の改善等を助言・指導）。

②連節バスの導入支援
・連節バス導入に係る助言・指導等、連節バスの導入支援を実施する。
③大型バスドライバー融通のための検討
・地域間による繁閑期の違い等による運転者ニーズの不均衡に着目し、バス事業者間におけるドラ
イバー融通により、労働強化につながることのないよう配慮しつつ長時間労働の是正を図る。

・2018年度にバス事業者間におけるドライバー融通のモデル事業を実施し、普及・実用化に向けた
課題・解決策について検討を行い、ドライバー融通ルールを策定する。

・2019年度よりドライバー融通ルールを基に、バス事業者間の普及促進を図る。

実態調査、モデル事
業の実施③大型バスドライバー融通

のための検討

ドライバー
融通ルー
ルの策定

ドライバー融通の普及促進普及促進
策の検討

上限規制の
適用開始②連節バスの導入支援 地方運輸局等を通じた連節バス導入に係る助言・指導等、連節バスの導入支援を実施

22

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

バスを中心とした交通モード間の接続（モーダルコネクト）の強化

・官民連携による集約交通ターミナルの戦略的な整備及び検討を推進
①官民連携による集約交通
ターミナルの戦略的な整備

【課題】
鉄道駅周辺では、高速バス停等がバ
ス会社毎にバラバラに設置（首都圏
の主要ターミナル駅周辺では平均9
箇所に点在）されており、ターミナル
集約等による運行の効率化が必要。

【施策】
①官民連携による集約交通ターミナルの戦略的な整備
・多様な交通モードが選択可能で利用しやすい環境を創出し、人と物の流れや地
域の活性化を促進するため、交通モード間の接続（モーダルコネクト）を強化
する。

・バスタ新宿をはじめとする集約交通ターミナルについて、民間収益を最大限活用
するなど、官民連携を強化しながら道路事業による戦略的な整備を展開する。

②高速バス運行支援システムの社会実装に向けた検討
・ETC2.0の位置データ等を活用した高速バス運行支援システム等をバスタ新宿
において実証実験を行い、社会実装に向けた検討を推進する。

・バスタ新宿で高速バスロケシステム実証実験開始
・引き続き実証実験参加バス事業者・路線の拡充を推進
・他のターミナル等への展開を検討を推進

②高速バス運行支援システ
ムの社会実装に向けた検討

上限規制の
適用開始

国土交通省

23
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

インバウンド需要の取り込み

訪日外国人旅行者の受入環境の整備（Wi-Fi、多言語化、ICカード、UDタクシー等の普及促進）

事業者団体が策定した「訪日外国人向けサービス向上アクションプラン」に盛り込まれている取組を支援

①訪日外国人旅行者の受
入環境の整備

【課題】
増加するインバウンド需要を
取り込み、需要の喚起と収
入の増加を図るためには、訪
日外国人旅行者がストレス
フリーで快適に移動できる環
境を整えることが必要。

【施策】
①訪日外国人旅行者の受入環境の整備
・訪日外国人旅行者の受入環境の整備のため、Wi-Fi、多言語化、ICカード、UDタクシー
等の普及促進を図る。

②事業者団体が策定した「訪日外国人向けサービス向上アクションプラン」の取組への支援
・全国ハイヤー・タクシー連合会及び日本バス協会が2018年1月及び2月に策定した「訪日
外国人向けサービス向上アクションプラン」に盛り込まれている取組を支援する。

上限規制の
適用開始

②事業者団体が策定した
「訪日外国人向けサービス向
上アクションプラン」の取組へ
の支援

24

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

タクシーの新サービス導入等による生産性向上

実証実験
変動迎車料金や定額タク
シーの実証実験・制度化
に向けた検討

【課題】
タクシー運転者の労働条件や労
働環境を改善するため、新しい
サービスの導入により利用者利便
を向上させ、需要喚起と収入の増
加を図ることが必要。

【施策】
①配車アプリ等を活用した新しいサービスの導入等の検討
・配車時に運賃が確定する事前確定運賃や効率的で割安な運送を可能とする相乗
りタクシーについて、実証実験結果等を踏まえ制度化に向けて検討する。

・2018年度に、タクシーを配車依頼した際にかかる迎車料金を配車アプリ等を活用
して繁忙時間帯と閑散時間帯で変動させる「変動迎車料金」や、対象者・エリア・時
間帯等を限定して定額で運送する「定額タクシー」の実証実験・調査を実施し、制
度化に向けて検討する。

②タクシー用スマートメーターの開発・普及
・ICTを活用した新しいサービスに柔軟に対応できるタクシーメーターの仕組み等につ
いて関係者間で検討し、検証項目について試作機による実証実験を行い、具体的
な技術基準の内容、正確性・耐久性・改ざん防止策の担保策を検討する。

上限規制の
適用開始制度化に向けた検討

制度化に向けた検討
事前確定運賃、相乗りタ
クシーの制度化に向けた
検討

仕組み・検証項
目について検討

実証実験の実
施、必要な技術
基準の策定方
針のとりまとめ

具体的な技術基準の内容、正確性等の担保策
の検討

②タクシー用スマートメー
ターの開発・普及

①配車アプリ等を活用した新
しいサービスの導入等の検討

25

普及促進

普及促進

スマートメーターの
開発・普及

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

運行管理の効率化

調査・実証実験を実施③運行管理の高度化・効率
化に向けた検討

【課題】
運転者や運行管
理者の長時間労
働を是正するため、
ICTの活用により
新たな運行管理
形態を導入し、
安全の確保を図
りつつ運転者や運
行管理者の業務
の効率化が課題。

【施策】
①IT点呼の拡大
・ 2018年３月30日に旅客自動車運送事業運輸規則及び関係通達の改正を行い、同日より一定
の要件を満たす営業所は、営業所と当該営業所の車庫間でテレビカメラ等を用いたＩＴ点呼を行う
ことができることとした。引き続き、事業者に対する周知や助言を通じ、IT点呼の普及を促進する。

②IT点呼の更なる導入拡大に向けた検討
・上記に加え、IT機器を用いた点呼の更なる導入拡大について検討を行う。
③運行管理の高度化・効率化に向けた検討
・現在は運転者の所属する営業所の運行管理者が運行管理を行うこととなっているところ、長距離高
速バスや過疎地の乗合バスについて他の事業者や同一事業者の他の営業所に所属する運転者の運
行管理を一定の条件のもと行うことが可能か検討するため、2018年度に調査・実証実験を行い、そ
の結果を踏まえ、制度化を検討する。

上限規制の
適用開始

検討結果を踏まえて、制度化を検討

26

旅客自動車運送事業運輸規則及び関係通達の改正を踏まえた
旅客自動車運送事業でのＩＴ点呼の導入①IT点呼の拡大

国土交通省

IT機器を用いた点呼の導入拡大について検討②IT点呼の更なる導入拡
大に向けた検討

45

47

46



Ⅰ．長時間労働是正の環境整備
(２)多様な人材の確保・育成

27



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

中継輸送の普及促進

運送事業者による、自律的な取組みのための横展開及び手引書の利用促進

【課題】
働きやすい環境を整備
し、多様な人材の確
保・育成を推進するた
め、現在は泊まりでの
長時間勤務となってい
る長距離輸送を日帰り
の短時間勤務に変えて
いくことが課題。

【施策】
①トラックにおける中継輸送の普及促進
• 中継輸送の一層の普及・拡大・実用化に向けて、運送事業者による、将来の自律的な取組
みの普及のために必要なノウハウの横展開を図るとともに、2017年３月に取りまとめた、中
継輸送の実施に向けた検討の手順を解説した手引書の利用促進を図る。

②高速バスにおける中継輸送の普及促進
・中継輸送を行うにあたって活用することとなる管理の受委託制度※について、これまでその手
続きが必ずしも明確ではなかったため、関係通達を2018年３月30日に改正・施行し、中継
輸送を行う際の受託営業所の設置場所、許認可申請先及び運行管理者の選任数等を明
確化したところ。

※事業者が他の事業者に対し、特定の運行経路の運転業務や運行管理業務等を委託する制度。本制度を活用して、
一つの運行経路のうちの一部を委託して運転者が途中で乗り換えることによって中継輸送を行うことが可能。

・今後、通達の周知を図ると共に通達を踏まえた運用を実施する。
③高速道路のSA・PAを活用した中継輸送の運用の検討
・高速道路のSA・PAを活用した中継輸送について、実験の検証結果を踏まえ検討を行う。
・整備方針・官民分担を明確化し、駐車場等整備・本格導入を目指す。

上限規制の
適用開始

①トラックにおける中継輸送
の普及促進

28

管理の受委託制度の関係通達の改正を踏まえ、改正後通達による運用②高速バスにおける中継輸
送の普及促進

国土交通省

③高速道路のSA・PAを活
用した中継輸送の運用の検
討

実験実施、結果取りまとめ、実験実施、結果取りまとめ、
運用の検討 整備方針・官民分担を明確化し、駐車場等整備・本格導入

48

49

50



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

ＳＡ・ＰＡ・道の駅における駐車スペースの活用
【課題】
働きやすい環境を整備し、多様な人
材の確保・育成を推進するため、高
速道路における休憩施設の駐車マス
不足の解消が必要。

【施策】
休憩施設における大型車駐車マス不足に対し、マス数を増やすことに加え、
・長時間駐車時間の抑制
・駐車箇所利用平準化
・高速道路の路外施設の活用や予約システムの導入
一時退出社会実験（休憩施設等への一時退出を可能とする賢い料金）
全国２０箇所の道の駅で実施中。（利用状況を踏まえ、今後の展開を検討）
を実施する。

休憩施設における大型車駐
車マス不足対応

マス数を増やす

長時間駐車時間の抑制

駐車箇所利用平準化

高速道路の路外施設の活用や予約システムの導入
一時退出社会実験（休憩施設等への一時退出を可能とする賢い料金）
全国２０箇所の道の駅で実施中。（利用状況を踏まえ、今後の展開を検討）

上限規制の
適用開始

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度以降

高速道路の暫定２車線区間の４車線化等
【課題】
我が国の高速道路の約４割が３車
線以下であり、速度低下や事故防止
の観点から、改善が必要。

【施策】
・速度低下や事故防止の観点から、暫定２車線区間の４車線化や付加車線、
ワイヤロープの設置を計画的に推進する。

高速道路の暫定２車線区
間の４車線化等 暫定２車線区間の４車線化や付加車線、ワイヤロープの設置を計画的に推進

上限規制の
適用開始

国土交通省

30

52



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

上限規制の
適用開始

女性等多様な人材の確保に向けた環境整備

【課題】
トラック運転者不足に対応するた
めには、女性等を始めとする多様
な人材にとって働きやすい環境が
必要。

①女性ドライバー等が運転し
やすいトラックのあり方の検討 ガイドライン（仮称）の内容について、浸透を図る

【施策】
①女性ドライバー等が運転しやすいトラックのあり方の検討
・女性等のトラックドライバー等の視点に立った車両のあり方に対する議論を進め、ガ
イドラインを取りまとめた上、その浸透を図ることによって、働きやすい労働環境を整
備し、女性等のトラックドライバーの人材の確保・育成を推進する。

②女性トラックドライバー等に関する情報を発信
・女性トラックドライバー等の人材の確保に資する情報をＨＰ等で発信等することな
どにより、女性等多様な人材の確保を促進する。

③人材の確保に向けた実態把握・魅力の発信
・貨物自動車運送事業に対するイメージを向上し魅力を発信すること等により人材の
確保・育成を促進する。

１１月目処の最終取りまとめに向
けて検討会を実施

②女性トラックドライバー等に
関する情報を発信 女性トラックドライバー等に関する情報を発信

国土交通省

③人材の確保に向けた実態
把握・魅力の発信 イメージ向上・魅力の発信人材の確保に向けた実態把握

31
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

女性ドライバー応援企業認定制度の普及促進

女性ドライバー応援企業認定制度の普及促進
女性ドライバー応援企業認
定制度の普及促進

【課題】
タクシー運転者の不足に対応するた
めには、現在は２％程度の女性運転
者の増加を図ることが課題。

【施策】
・女性ドライバーの採用に向けた取組や、子育て中の女性が働き続けることのでき
る環境整備を行っている事業者を認定・PRすることを通じて、タクシー事業にお
ける女性の新規就労・定着を図る。

・2018年度以降についても、引き続き制度の普及促進を図る。

上限規制の
適用開始

32

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

タクシー事業における労働環境の改善度等の評価・公表
【課題】
タクシー運転者の不足に対応し、長
時間労働を是正するためには、他の
産業と比較し、依然として低い水準に
ある労働条件の改善を図ることが必
要。

【施策】
・タクシー特措法の施行状況等にかかるフォローアップ調査に基づき、時間当たり
賃金等の状況の評価・公表を通じて、労働環境の改善を図る。

・2018年度以降についても、調査・公表内容の見直しを適宜実施する。

タクシー事業における労働環
境の改善度等の評価・公表

調査結果の公表
（適宜、調査・公表内容の見直しを検討）

上限規制の
適用開始

33

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

働き方改革に関する相談体制の拡充・利用促進

センターを開設し、個別相談
援助やセミナー等を実施 上限規制への対応を促進する取組を検討①働き方改革推進支援セン

ターによる相談体制の拡充

【課題】
自動車運送事業者が時間外労働の
上限規制に円滑に対応するため、
・上限規制の制度の周知
・必要な対応の把握・検討
・具体的な対応の実施
の各段階において、労務管理等の専
門家による相談援助や助言・指導等
の支援が必要。

【施策】
①働き方改革推進支援センター
・企業における時間外労働の上限規制等への対応に向けた取組を支援するため、
47都道府県に「働き方改革推進支援センター」を設置し、関係機関と連携を図
りつつ、社会保険労務士等の労務管理・企業経営等の専門家による個別相談
援助や電話相談等を実施するとともに、商工会議所・商工会・中央会等におけ
るセミナー・出張相談会を実施する。

②働き方・休み方改善コンサルタント
・都道府県労働局に「働き方・休み方改善コンサルタント」を配置し、特に時間外
労働が長い事業場や年次有給休暇の取得率が低い事業場に対して、その要
因や改善策の自主的な検討、実施について技術的な支援を行う。

②働き方・休み方改善コンサ
ルタントによる助言・指導の
利用促進

働き方・休み方改善コンサル
タントの運用･利用促進 引き続き運用･利用促進に取り組む

上限規制の
適用開始

34

厚生労働省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

産業保健活動の支援制度の拡充・利用促進

上記の支援を実施 産業医・産業保健機能の強化等の法令、施策の施行状況等に応じて支援を
実施

産業保健活動総合支援セン
ター等を通じた産業保健活
動の活性化のための支援

【課題】
運転者が働きやすい環境を整えるた
め、事業場における産業保健活動の
活性化を図るため、事業者、産業医
等産業保健スタッフに対する研修の
実施、小規模事業場に対する産業
保健サービスの提供、助成金等の各
種支援を拡充するとともに、その利用
を促進することが必要。

【施策】
・事業場における産業保健活動の活性化を図るため、2018年度以降も引き続き、全国の産
業保健総合支援センター等において、専門家を配置し（※保健師の配置を拡充）、以下の
支援を実施する。

⁃ 事業者、産業医等の産業保健スタッフ等に対する専門的研修 ※産業医の活かし方等
のセミナーの企画実施

⁃ 産業医、保健師等による訪問支援 ※長時間労働者・高ストレス者の医師の面接指導、
健康相談等

⁃ 個別訪問による管理監督者、若年労働者に対するメンタルヘルス教育
⁃ 産業保健活動に対する助成金（小規模事業場における医師等の選任、ストレスチェック

の実施、メンタルヘルス対策の計画作成等） ※保健師の選任等に要する費用を助成
⁃ 重点的な広報活動の展開
⁃ 関係機関とも連携した相談対応

上限規制の
適用開始

35

※下線部は2018年度からの新規・拡充事項

厚生労働省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

労働条件・職場環境の改善等に関係する助成金の利用促進

PDCAサイクルによる助成金制度の検証、見直し

【課題】
長時間労働を是正するために、
・運転以外の業務も効率化すること
・誰でも働きやすい職場づくりの促進
・免許取得者の増加
によって、労働生産性の向上や多様
な人材の確保・育成を図る自動車運
送事業者に対する支援が必要。

【施策】
＜時間外労働等改善助成金＞
・企業における時間外労働の削減等の取組を支援するため、2018年度に中小企業事業主がその取

組に要した費用の一部を助成する制度を拡充するとともに、その利用促進を図る。
＜業務改善助成金＞
・事業場内の最低賃金を一定額以上引き上げ、生産性向上等に資する設備投資等を行う中小企業・

小規模事業者に対し、その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度を2018年度に拡充した
ところであり、その利用促進を図る。

＜人材確保等支援助成金＞
・生産性向上に資する人事評価制度と賃金制度を整備することを通じて、生産性向上を図り、賃金アッ

プと離職率低下を実現した企業や、雇用管理改善（魅力ある職場づくり）を通じて従業員の離職率
の低下に取り組む事業主に対する助成金の利用促進を図る。

＜両立支援等助成金＞
・女性が働きやすい環境を整備するため、労働者の円滑な育児休業の取得・職場復帰や女性活躍推

進に取り組む事業主に対する助成金の利用促進を図る。
＜人材開発支援助成金＞
・自動車運送事業者における運転者の確保･育成を図るため、第二種運転免許、大型免許、フォークリ

フト資格の取得等のための職業訓練に対する助成金の利用促進を図る。

上限規制の
適用開始

拡充

運用･利用促進

36

労働条件・職場環境の改善
等に関係する助成金の利用
促進

厚生労働省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

職業訓練・マッチング支援の実施

運用見直し離職者等再就職訓練
事業の運用の見直し

【課題】
全国で雇用情勢は着実に
改善が進んでいるが、運輸
業など分野によって偏りがあ
り、ミスマッチが発生。
トラック運転者の人手不足
による長時間労働是正を図
るため、トラック運転者への
就職を希望する求職者の
入職の促進を図る取組が
必要。

【施策】
①大型自動車一種免許の取得を目的とする職業訓練の実施
・トラック運転者への就職を希望しているものの、トラック運転に必要となる大型自動車一種免許を所持

していない求職者に対して、大型自動車一種免許の取得及びトラック事業において就業するための知
識・技能を習得する職業訓練を実施する。

・2018年度央までに当該職業訓練の実施に向け離職者等再就職訓練事業の運用の見直しを行う。
・2018年度中に各都道府県が地域のニーズを踏まえ、必要に応じて当該職業訓練を設定・実施する。
・2019年度以降も引き続き、各都道府県において地域のニーズを踏まえ、職業訓練を設定・実施する。
②雇用吸収力の高い分野へのマッチング支援
・ハローワークに総合専門窓口を設置の上、運輸業など雇用吸収力の高い分野へのマッチング支援を推

進する。

上限規制の
適用開始

各都道府県による職業
訓練の設定・実施 引き続き、各都道府県において地域のニーズを踏まえ、職業訓練を設定・実施

各都道府県にお
いて地域のニーズ
を踏まえ、職業訓
練を設定・実施

②雇用吸収力の高い分野へ
のマッチング支援

人材確保支援の総合専門窓口で
あるハローワークの人材確保対策
コーナーを拡充

施行状況に応じて見直し

①大型自動車一種免許の
取得を目的とする職業訓練
の実施

37

厚生労働省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

第二種免許制度の在り方についての検討

有識者会議の開催等 を踏まえ、第二種免許制度の在り方について、有識者会議等における検討結果を踏まえ、第二種免許制度の在り方について、
引き続き検討。結論を得次第、速やかに所要の措置を講じる。

第二種免許の制度の在り方
についての検討

【課題】
旅客自動車運送事業における運転
者不足が課題となっている。交通安
全の確保に配意しつつ、可能な対応
を検討することが必要。

【施策】
・規制改革実施計画（閣議決定）を踏まえ、2017年度に調査研究を実施し、
検討を開始したところ。

・2018年度には有識者会議を開催するとともに調査研究を実施し、受験資格
（年齢要件及び経験年数要件）の見直しを含め、第二種免許制度の在り方
について総合的に検討する。

・結論を得次第、速やかに所要の措置を講じる。

上限規制の
適用開始

38

警察庁

64



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

地方運輸局等を通じた人材確保･育成に向けた取組の推進
【課題】
地域の実情に応じて、関係者が連
携・協力した取組を進めることにより、
女性や若者といった人材の確保･育
成を図ることが必要。

【施策】
・運転者の確保等に関する各種セミナーの開催、現役女性運転者を集めた意見
交換会等の実施や運転者の就職説明会への協力･連携による情報発信・情報
交換等を行う。

・事業者や業界団体等の協力による職場見学会・運転体験会等を実施する。
・自動車運送事業の運転者という職業を、若い世代に対して職業選択の一つとし
てしっかりと認識してもらうとともに、業界の魅力をアピールするため、地方運輸
支局長等が、事業者等とも連携して高等学校を訪問し、パンフレット等を活用し
て、事業者の取組事例やキャリアアップの仕方等について紹介する。

上限規制の
適用開始地方運輸局等を通じた人材確保・育成に向けた取組の推進

地方運輸局等を通じた人材
確保・育成に向けた取組の
推進

39

国土交通省
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Ⅰ．長時間労働是正の環境整備
(３)取引環境の適正化

40



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

「ホワイト物流」の実現

国民運動の具体的な進め方の検
討・調整、国民運動の開始

【課題】
・トラック運転者や物流施設作業
員の人手不足が深刻化。現状の
ままでは、今後、必要な物流機能
が確保できなくなるおそれ。
・このため、物流の生産性向上と人
材確保のための取組の強化が必
要。
・しかしながら、荷待ち時間の短縮
や荷役の機械化など、個々の物流
事業者の努力のみでは解決が困
難な課題が多く存在。

【施策】
①「ホワイト物流」実現国民運動（仮称）の展開
・我が国の産業活動や国民生活に必要な物流機能を持続的・安定的に確保するた
め、有識者、物流事業者・荷主の関係団体、労働組合、関係省庁等から構成さ
れる協議会において、労働生産性が高く、女性、若者、高齢者等の多様な人材が
活躍できる「ホワイト物流」の実現に向けた国民運動を展開する。

・この国民運動を通じて、物流の生産性向上と、現場労働者の労働環境・労働条
件の改善を一体的に推進する。

②「ホワイト物流」評価の仕組み作り
・「ホワイト物流」に取り組む荷主・物流事業者等に対して評価する仕組みを設ける
ことにより、優良事例や先進事例の普及啓発を図る。

上限規制の
適用開始

①「ホワイト物流」実現
国民運動（仮称）の展開 国民運動の拡大・深化

②「ホワイト物流」評価の仕
組み作り 評価の仕組みの検討 優良事例・先進事例の普及啓発

41

農林水産省・経済産業省・国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷主・トラック事業者向け生産性向上セミナーの開催等による普及啓発

セミナーの開催等による荷主及びトラック事業者に対する普及啓発
セミナーの開催等による荷主
及びトラック事業者に対する
普及啓発

【課題】
トラック運転者の労働環境の改善に
向けた環境の醸成を図るため、長時
間労働の改善のノウハウ、好事例等
の普及を図ることが必要。

【施策】
・荷主及びトラック事業者に対し、セミナーや地方協議会等の場を活用してパイ
ロット事業の成果等をまとめたガイドライン等、長時間労働の改善や生産性向
上に資する取組みについて普及啓発を図る。

上限規制の
適用開始

42

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷待ち時間の削減に向けた荷主への働きかけ

上限規制の
適用開始

43

国土交通省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省

荷待ち状況についての調査①荷待ち時間の削減に向け
た荷主への働きかけ 荷待ち時間削減に向けた荷主への働きかけ

【課題】
トラック事業における長時間労働の
要因の一つとなっている荷待ち時間
の削減を図る上で荷主の協力が必
要。

【施策】
①荷待ち時間の削減に向けた荷主への働きかけ
・荷待ち状況についての調査を実施するとともに、荷主団体等の関係者に荷待ち
時間の削減に向けた働きかけを実施する。

②荷主に対する労働時間や適正取引に関するルール等の周知・啓発
・労働時間や適正取引に関するルール等について、荷主関係団体の会議等の
様々な場を活用して、荷主企業等に周知・啓発を図る。

荷主に対する労働時間や適正取引に関するルール等の周知・啓発
②荷主に対する労働時間や
適正取引に関するルール等
の周知・啓発

69
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷主及びトラック事業者への周知用コンテンツによる周知・啓発活動等

コンテンツを活用した周知啓発活動の実施
ＰＤＣＡサイクルによるコンテンツ及び周知啓発活動の検証、見直し

【課題】
トラック運転者の長時間労働の背景
には、荷主都合による手待ち時間の
発生など、取引慣行の問題がある。
取引慣行の問題解決のためには、荷
主等の理解の醸成が必要。

【施策】
・2016・2017年度に、パイロット事業として実施してきた、荷主及びトラック事
業者に対するコンサルティングで得た知見を活かして、2018年度に、トラック運
転者の労働時間改善に関する荷主等への周知・啓発コンテンツを作成し、周
知・啓発活動を実施する。

荷主等に対する、トラック
運転者の労働時間改善の
ための周知用コンテンツ作
成及びコンテンツを活用し
た周知・啓発活動

周知用コンテンツの作成 上限規制の
適用開始

44

厚生労働省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

フードチェーンにおける商慣習見直しの促進

・製・配・販連携協議会、商慣習検討WT等における検討
・賞味期限の年月表示化等に取り組む事業者の拡大

フードチェーンにおける商慣習
見直しの促進

【課題】
個社での解決が難しいフードチェーン
全体での非効率が食品ロスや非効
率な荷積みや輸送の一因となってお
り、改善が必要。

【施策】
・製造業者、卸売業者、小売業者の参画により、製・配・販連携協議会や商慣習
検討ワーキングチームを設置し、賞味期限の延長と賞味期限の年月表示化、
納品期限の緩和を一体的に推進する。

【賞味期限の年月表示化】

＜現状＞「年月日」ごとに個別管理
（日付順に整列して出荷）

＜見直し後＞ 「年月」単位で一括管理 保管・配送・入出荷の
作業を効率化

空
き
ス
ペ
ー
ス

活
用
が
可
能

２０１８年
４月

２０１８年
４月

２０１８年
４月

どこからでも
ピックアップ
可能

商品
ケース積み

賞味期限

パレット

２０１８年
４月30日

２０１８年
５月１日

２０１８年
５月２日

上限規制の
適用開始

45

農林水産省・経済産業省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

引越運送の分散化等の促進

②標準引越運送約款改正
の趣旨の周知

【施策】
①年度末・年度始めの引越分散化の周知
・大きなピークが存在している年度末、年度始めの引越時期について、極力引越
時期の分散を図るための利用者への周知に取り組む。

②標準引越運送約款改正の趣旨の周知
・直前の解約・延期が発生することによって事前に手配した車両、運転者等が活
用されない事態の抑制に資するよう、解約・延期手数料の見直し等を内容とす
る標準引越運送約款等の改正（2018年６月施行）を行い利用者等に周知
するなど、運転者不足への対応や生産性の向上につながるよう環境を整備する。

上限規制の
適用開始

①年度末・年度始めの引越
分散化の周知 年度末、年度始めの引越の分散を図るための周知

46

国土交通省

標準引越運送約款改正の趣旨の
周知

【課題】
特に年度末・年度始めにピークが発
生し運転者不足等が課題となる引越
運送について、状況の改善を図ること
が必要。
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷主勧告制度の適切な運用

荷主勧告制度の適切な運用 荷主勧告制度を適切に運用し、荷主への働きかけを積極的に実施 上限規制の
適用開始

47

国土交通省

【課題】
改善基準告示違反等のトラック事業
者の違反行為の発生を防止するに
当たっては、違反事業者への処分に
加え、荷主の関与により当該行為が
発生することがないようにしていくこと
も重要。

【施策】
・平成29年７月に、①勧告発動の判断基準について、荷主の主体的な関与の
具体例を示すなどして明確化するとともに、②行政処分の有無にかかわらず早
期に荷主に対して協力要請を行う等、の見直しを行った荷主勧告制度を適切に
運用して、荷主の関与によるトラック事業者の違反行為が生じないようしていく。

75



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

元請の物流事業者への働きかけ

上限規制の
適用開始

48

①②③国土交通省④国土交通省・経済産業省

【課題】
トラック事業にお
いては、下請構
造が多層にわた
る場合もあり、
元請と下請との
間における取引
条件を適正なも
のにしていくこと
が必要。

【施策】
①適正取引に関するルール等の周知・啓発
・適正取引に関するルール等について、物流関係団体の会議等の様々な場を活用して元請事業者に
周知・啓発を図る。

②トラック事業における下請・荷主適正取引推進ガイドラインの見直し・周知
・改善基準告示の対象に個人事業主を含むことが明確化されることを踏まえ、「トラック運送業におけ
る下請・荷主適正取引推進ガイドライン」についても同様の改訂を行い、トラック事業者に周知する。

③自主行動計画に基づく取組の継続的なフォローアップ
・毎年度、業界において実施する自主行動計画のフォローアップ調査の結果や中小企業庁が行う下請
Gメンによるヒアリング調査の結果を突き合わせて、必要があれば、更なる改善を要請。

④取引の適正化に資する情報の提供
・国土交通省から中小企業庁に、元請事業者に係る情報提供を行い、取引の適正化を図る。

適正取引に関するルール等の周知・啓発
①適正取引に関するルール
等の周知・啓発

②トラック事業における下
請・荷主適正取引推進ガイ
ドラインの見直し・周知

「トラック運送業における下請・荷主適正取引推進ガイドライン」の見直し・周知

取引の適正化に資する情報の提供④取引の適正化に資する情
報の提供

③自主行動計画に基づく取
組の継続的なフォローアップ

毎年度、業界において実施する自主行動計画のフォローアップ調査の結果や中小企業庁が行う下請Gメンによるヒアリ
ング調査の結果を突き合わせて、必要があれば、更なる改善を要請

76
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

物流特殊指定調査の運用

公正取引委員会への荷主情報の提供
①公正取引委員会への荷主
情報の提供

【課題】
トラック事業においては、荷主とトラッ
ク事業者の取引条件を適正なものに
していくことが必要。

【施策】
①公正取引委員会への荷主情報の提供
・物流特殊指定の調査対象の選定に資するよう、国土交通省から公正取引委員
会に荷主に係る情報提供を行う。

②独占禁止法（物流特殊指定）の適切な運用
・上記情報を踏まえた独占禁止法（物流特殊指定）の運用を通じて取引条件
の適正化を図る。

上限規制の
適用開始

49

①国土交通省②公正取引委員会

独占禁止法（物流特殊指定）の適切な運用②独占禁止法（物流特殊
指定）の適切な運用

80
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

①標準運送約款改正の趣
旨の浸透

上限規制の
適用開始

50

トラック事業者・荷主双方における理解の共有を促す方策の周知

②トラック事業におけるコスト
構成等についてのトラック事
業者・荷主双方における理
解の共有を促すための環境
整備

トラック事業
者・荷主双方に
おける理解の
共有を促す方
策を検討

【課題】
運賃と運送以外の役務の対価であ
る料金とを別建てで収受できる環境
を整えることにより、取引環境の適正
化を図ることが必要。

【施策】
①標準運送約款改正の趣旨の浸透
・運賃と運賃以外の役務の対価である料金を別建てで収受できる環境を整備す
るために2017年11月に改正した標準運送約款について、改正の実効性を確
保するため、その趣旨について荷主等に対して周知活動を行い、浸透を図る。

②トラック事業におけるコスト構成等についてのトラック事業者・荷主双方におけ
る理解の共有を促すための環境整備

・持続可能なトラック事業運営、ドライバーの確保等を図っていくために必要なコ
スト構成等についてのトラック事業者・荷主の双方における十分な理解の共有
が進むよう環境整備を実施する。

適正なトラック運賃・料金収受の促進
国土交通省

標準運送約款改正の趣旨の周知と浸透82

83



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

貸切バスの運賃・料金の下限割れ防止対策等の実施

国の通報窓口・貸切バスツアー適正取引推進委員会による対応

運送引受書への運賃の上
限・下限額の記載や取引
書面の取り交わしの徹底

【課題】
貸切バス運転者の労働条件や
労働環境の改善のためには、貸
切バス運賃のダンピング等を防
止することが必要。

【施策】
・2016年11月より、貸切バス事業者と旅行業者が、運賃・料金の下限割れを確認しや
すいような仕組みとして、運送引受書への運賃の上限･下限額の記載を追加するととも
に手数料等に関する取引書面の取り交わしの義務化を実施したところ。

・2016年8月より、運賃・料金の下限割れについて、通報窓口を国土交通省に設置し、
寄せられた情報について、適切に調査・監査を実施するとともに、「貸切バスツアー適正
取引推進委員会」の通報窓口を設置し、手数料等についてのチェックや是正指導を実
施している。

・2016年1月から自動車部局と観光部局との間で法令違反への関与が疑われる貸切
バス事業者と旅行業者について、相互通報を実施しており、2018年1月よりランドオペ
レーターについても通報対象として追加したところ。

・2018年度以降も引き続き、下限割れ防止対策等の取組を適切に実施する。

国の通報窓口・貸切バスツ
アー適正取引推進委員会
による対応
自動車部局と観光部局の
間での運賃・料金違反の相
互通報

自動車部局と観光部局の間での運賃・料金違反の相互通報

運送引受書への運賃の上限・下限額の記載や取引書面の取り交わしの徹底

上限規制の適
用開始

51

貸切バスの運賃・料金の下
限割れ防止対策等の実施

国土交通省

84



Ⅱ．長時間労働是正のための
インセンティブ・抑止力の強化

52



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

事業者団体の「働き方改革の実現に向けたアクションプラン」の実現に向けた支援

要望の一
部について
政府行動
計画に反映

「働き方改革の実現に向
けたアクションプラン」に記
載のある要望の反映

【課題】
トラック・バス・タクシーの事業者団体
が策定した「働き方改革の実現に向
けたアクションプラン」の実現に向けた
支援が必要。

【施策】
・「働き方改革の実現に向けたアクションプラン」に記載のある要望について、関係
省庁で検討し、可能なものから順次行動計画に反映するとともに、その実現を
図る。

上限規制の
適用開始引き続き要望への対応について検討し、政府行動計画の見直しに反映

事業者団体の「働き方改革
の実現に向けたアクションプ
ラン」の実現に向けた支援

53

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

ホワイト経営の「見える化」

ホワイト経営認証制度（仮称）の
制度設計

ホワイト経営認証制度（仮称）の認証を実施

ホワイト経営認証制度
（仮称）の制度設計

【課題】
自動車運送事業の運転者の確保を
図るためには、長時間労働の是正に
積極的に取り組む自動車運送事業
者が求職者に「見える」ようにし、求
職者が安心して就職できるようにする
ことが必要。

【施策】
・自動車運送業界全体に長時間労働の是正に積極的に取り組む機運を醸成し、
業界全体の労働環境及びイメージ向上を図る。

・2018年度に有識者、事業者団体、労働組合等から構成される検討会を開催
し、長時間労働の是正等の働き方改革に取り組む企業（ホワイト経営を実施
する企業）を認証する制度の設計について検討し、制度設計を行う。

・2018年度末までに認証制度の詳細を決定する。
・2019年度より認証制度の運用を開始する。

上限規制の
適用開始

ホワイト経営認証制度
（仮称）の運用

ホワイト経営の「見える化」

54

国土交通省
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

ICTを活用した運行管理の普及方策の検討・実施

デジタル式運行記録計の導入支援
を実施

【課題】
運転者の長時間労働を是正すること
の一助として、自動車運送事業者が
運転者の労務管理を適切かつ容易
に行えるようにすることが必要。

【施策】
・自動車運送事業者が運転者の労務管理を適切かつ容易に行うことを可能とす
るデジタル式運行記録計の導入を促進するため、導入に必要な費用の一部を
補助する等の支援等を行う。

・ICTを活用した運行管理の普及を加速するための措置を検討・実施する。

必要に応じ、デジタル式運行記録計の導入支援を実施必要に応じ、デジタル式運行記録計の導入支援を実施

上限規制の
適用開始

55

国土交通省

ICTを活用した運行管理の普及方
策の検討

ICTを活用した運行管理の
普及方策の検討・実施

ICTを活用した運行管理の普及方策の実施ICTを活用した運行管理の普及方策の実施

87



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

行政処分の強化
【課題】
運転者の長時間労働を是正するため
には、過労防止問題違反等を防止し、
労働条件や労働環境を改善すること
が必要。

【施策】
・自動車運送事業（トラック、乗合バス、タクシー）の過労防止関連等の違反を
防止するため、 2018年3月30日に行政処分基準通達の改正を行い、行政
処分の処分量定を引き上げ、抑止力を強化する。同年7月1日より施行。

上限規制の
適用開始

56

通達施行
（7月1日）行政処分の強化

国土交通省

新処分基準による行政処分の実施88



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

トラック事業に係る最近の施策等について

平成３０年８月２日
中部運輸局 自動車交通部 貨物課
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１．トラック産業の現状

（ふりかえり）
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平成27年度実績

貨物自動車

（営業用）

175,541 

43.2%

貨物自動車

（自家用）

28,335 

7.0%

鉄道

21,519 

5.3%

内航海運

180,381 

44.3%

航空

959 

0.2%

事業者の９９．９％が中小企業（資本金３億円以下又
は従業員３００人以下）の脆弱な業界体質。

国内貨物輸送量 トラック事業者の規模

従業員数別 車両数別

平成27年度実績(単位：百万トンキロ)

営業用トラック輸送はわが国の国内物流の基幹的輸送機
関として国内貨物輸送の約４割を占める（トンキロベース）。

10人以下
49.0%

11～20人
23.1%

21～30人
10.4%

31～50人
8.4%

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」

トラック運送業は、本来の事業活動では平成１９年度以降赤字
傾向となっていたが、平成２８年度は若干回復している。

営業利益率の推移

10両以下
56.0%

11～20両
21.1%

31～50両
7.0%

21～30両
9.4%

トラック産業の現状

2.2 

1.2 
1.0 0.8 

0.1 -0.1 

0.3 0.1 

-0.4 
-1.3 

-0.4 
-1.0 

-2.1 -2.3 

-0.9 

0.2 

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

H4 5 6 7 8 9 10111213141516171819202122232425262728
(事業者数・車両数（平成27年度）、売上高（平成26年度）： 国土交通省調べ

総従業員数、運転者数：平成28年総務省「労働力調査」)

トラック 全産業

運転者数 ８３万人 －

（女性比率） ２．５％ ４３．２％

平均年齢 ４７．５歳 ４２．２歳

年間労働時間 ２６０４時間 ２１２４時間

年間所得額 ４４７万円 ４９０万円

就業構造比較

参考

事 業 者 数 車 両 数 売 上 高 総 従 業 員 数 うち運転者数

62,176者 137万両 145,450億円 188万人 83万人

2



トラックドライバーの年齢構成等と労働環境

• 道路貨物運送業就業者数は、2003年以降増減しつつも、概ね180万人超で推移。
• 道路貨物運送業就業者の全体に占める若年就業者の割合は、全産業平均に 比べて低く、その差は拡大傾向。
• 道路貨物運送業就業者のうち、40代～50代前半の中年層の占める割合が、全産業平均に比べて非常に高い。
• 全産業平均に比べて、道路貨物運送業では就業者に占める女性の割合が非常に低い。

【就業者の年齢構成比】（総務省「労働力調査」（Ｈ27））

中長期的に、高年齢就業者の割合が急速に高まる一方、若手・中堅層が極端に少ないといった年齢構成の
歪みが顕著になる懸念

【就業者数と年齢構成の推移】（総務省「労働力調査」）

（単位：％） （単位：2003＝100）

【女性の進出状況】（総務省「労働力調査」（Ｈ27））（単位：万人）
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トラックドライバー不足の現状について

（倍）

厚生労働省「職業安定業務統計」より

有効求人倍率の推移
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度
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全職業（パート含む） 自動車運転手（パート含む）
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中部運輸局管内の労働力の状況

一般職業紹介状況：厚生労働省

1.59 

1.95 

1.68 

1.97 

1.73 

2.04 

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

有効求人倍率の推移（全職種：全国・中部５県）

全国 愛知 静岡 岐阜 三重 福井
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トラックドライバー不足の深刻化

全日本トラック協会「トラック運送業界の景況感」より

（年度）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

人手の過不足感の推移

不足 やや不足 適当 やや過剰 過剰

24
19

26 25
22

27 28 29
25

28 29
25

20
15

8 5 5
10 11 1111

17
12 11

1820

31

2324
29

3132

46

53
55

5252
56

52 50

5860 59

52

11

58
63

6367
63
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全国トラック事業者数の推移

注）退出等事業者数には、合併、譲渡により消滅した者を含む。
貨物自動車運送事業法は、平成2年12月1日より施行。

40,072 

62,176 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

(500)

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

退出等事業者数 新規参入事業者数 増減数 総事業者数

増減等事業者数
単位（者）

総事業者数
単位（者）

〔平成２年度～２７年度〕
新規参入事業者数 ４８，３１５
退出等事業者数 ２５，７２０
事業者増加数 ２２，１０４

出典）国土交通省自動車局貨物課調べ
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

79
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増減数

新規参入事業者数

退出等事業者数

総事業者数

年度

中部管内の概況

中部管内事業者数の推移

※ 退出等事業者数には、合併、譲渡により消滅した者を含む。 貨物自動車運送事業法は、平成2年12月1日より施行。

増
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等
事
業
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数

総
事
業
者
数
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２．生産性向上・労働条件改善に向けた最近の施策

（ふりかえり）
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運行実態の記録について（施行：平成29年7月1日）

○ 荷主都合による荷待ち時間や附帯作業がトラック運転者の長時間労働につながっていることから、輸送の安全
確保の観点から荷主に対し改善を求めるために、荷主勧告制度の運用強化等を検討しているところ。

○ しかしながら、現行の制度では、荷待ち時間や附帯作業が常態化しているか否かを判断する客観的データがない
状態。

○ このため、荷待ち時間や附帯作業の実態を把握する方策として、荷待ち時間及び附帯作業の時間を記録し、一定
期間残す仕組みを整備することとしたい。具体的には、現在、運転者が乗務を行った場合に記録しなければならな
い事項として貨物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年運輸省令第２２号）で定める事項に、以下の事項を追加
し、平成２９年７月１日実施。

（１）乗務等の記録（第８条関係）

第８条では、一般貨物自動車運送事業者及び特定貨物自動車運送事業者（以下「一般貨物自動車運送事業
者等」という。）は、事業用自動車に係る運転者の乗務について、当該乗務を行った運転者ごとに休憩又は
睡眠をした場合の地点・日時等の記録をするよう定めているところ、荷主の都合による荷待ち時間の実態を
把握し過労運転の防止につなげる観点から、
・集荷及び配送を行った地点（以下「集荷地点等」という。）
・集荷地点等への到着日時及び集荷地点等からの出発日時
・集荷地点等における荷積み及び荷卸しの開始及び終了日時

についても乗務記録の対象として新たに追加することとする。（ただし、車両総重量が８トン以上又は最大
積載量が５トン以上の車両を対象とする。）

（２）適正な取引の確保（第９条の４関係）

第９条の４では、一般貨物自動車運送事業者等は、輸送の安全を阻害する行為を防止するため、荷主と密
接に連絡し、及び協力して、適正な取引の確保に努めなければならないと定めているところ、荷待ち時間を
解消するためには荷主の理解と協力が不可欠であることから、荷主の都合による荷待ち時間に起因する運転
者の過労運転又は過積載による運送の防止についても、適正な取引の確保の努力義務の目的として新たに追
加することとする。

経 緯

概 要
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荷主勧告制度の運用の改善（施行：平成29年7月1日）

地 方 運 輸 局運 輸 支 局

〈新たな措置：通達を改正〉〈現行の問題点〉

【労基通報】

・過労運転防止違反

【公安委員会通知】

・最高速度違反

【道路管理者通知】

・道路法違反

（※）行政処分のうち重大なものとは、事業停止処分事案、 過労運転防止違反の件数が多い事案、死亡事故等の社会的影響が大きい事案とする。

荷
主
勧
告
該
当
性
調
査

協

力

要

請

書

荷主の関わ
りの蓋然性
が高い法令
違反につい
て、当該違
反運行時の
積載貨物の
荷主を特定

・過労運転防止違反
の

うち、相当割合以上
が同一荷主の場合

・非合理的な到着時間の設定
・手待ち時間の恒常的な発生
・積込み前に貨物量を増やす急な依頼
・やむを得ない遅延に対するペナルティ

○ 荷主勧告や警告の判断基準が不明確であり、荷主の関与の有無
についての判断が困難。（荷主勧告は、これまで発動実績がない。）

○ 行政処分が前提となっており時間を要していたため、荷主へ早期
に働きかけることができない。

○ 荷主勧告の発動基準及び荷主関与の判断基準をより明確化。
○ 荷主関与の蓋然性が高い法令違反情報に対して、迅速に荷主を特定し改

善の協力を要請する仕組みを創設。

荷主の関与が
認められる事案

【公安委員会通知】

・最高速度違反

・過積載運行

荷主の主体的な関与が認められる事案

ト
ラ
ッ
ク
事
業
者
に
対
す
る
行
政
処
分

の
う
ち
重
大
な
も
の

(※)

過去３年以内
に警告書を受
け、その際に
改善の意志
表示があった
にもかかわら
ず、改善がな
されていない
場合

・過去３年以内にトラッ
ク事業者に対する行
政処分に関連した
協力要請書を受けた
場合

行政処分を行うもの

巡回指導や監査に
より違反行為を確
認するもの等

当該違反運
行時の積載
貨物の荷主
を特定

警

告

書

荷

主

勧

告

（荷
主
名
公
表
）

法令違反情報

同様の事案が
再発した場合
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適正な運賃・料金収受に向けた方策について （施行：平成29年11月4日）

発地 着地

附帯業務料 附帯業務料

積込料 運賃附帯業務料 附帯業務料

待
機
時
間
料

待
機
時
間
料

現
状

○運賃が運送の対価であることを明確化するため、運賃の範囲を明確化する通達を発出する。

○適正な運賃・料金を収受するための方策として標準貨物自動車運送約款を以下の通り改正する。

①荷送人が運送依頼をする際に作成する運送状等の記載事項について、「待機時間料」、「積込料」、「取卸

料」等の料金の具体例を規定する。

②荷待ちに対する対価を「待機時間料」とし、発地又は着地における積込み又は取卸しに対する対価を「積

込料」及び「取卸料」とそれぞれ規定する。

③附帯業務の内容に「横持ち」、「縦持ち」、「棚入れ」、「ラベル貼り」及び「はい作業」 を追加する。 等

○トラック運送業における書面化推進ガイドライン等も改正する。

は
い
作
業

車両による
発地→着地

の荷物の移動

積込み 取卸し
荷
待
ち

荷
造
り

出
庫
仕
分
け

検
収
・

検
品

縦横
持持
ち ち

は
い
作
業

棚
入
れ

ラ
ベ
ル
貼
り

等

横縦
持持
ち ち

検
収
・

検
品

入
庫
仕
分
け

荷
待
ち

整
理
案

取卸料

車両留置料車両留置料

運賃

＜運送＞

（※）

（※）はい作業：倉庫等において袋や箱を一定の方法で規則正しく積み上げたり、積み上げられた荷をくずしたりする作業
12



○取引環境の改善及び長時間労働の抑制に取り組むため、厚生労働省、国土交通省、学識経験者、荷主、事業者
等により構成される「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」を中央及び全都道府県に設置。

○労働基準法の改正案において、月60時間超の時間外労働に対する割増賃金率引上げ（25%→50%）の適用
が平成31年4月からとされていることを踏まえ、検討及び好事例の横展開等の取組みを平成30年度中までに
実施。

○平成2９年度は、平成28年度に引き続き(1)長時間労働削減に向けたパイロット事業 及び (2)適正運賃・料金
収受に向けた検討を行っているところ。

○「トラック運送業の生産性向上協議会」と合同開催。

トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会について

【学識経験者】
野尻 俊明 流通経済大学学長（座長）
齊藤 実 神奈川大学経済学部教授
高岡 美佳 立教大学経営学部教授

【労働組合】
平川 則男 日本労働組合総連合会 総合政策局長
村上 陽子 日本労働組合総連合会 総合労働局長
難波 淳介 全日本運輸産業労働組合連合会 中央執行委員長
山口 浩一 全国交通運輸労働組合総連合 中央執行委員長

【行政】
新原 浩朗 内閣府政策統括官（経済財政運営担当）
山越 敬一 厚生労働省労働基準局長
伊奈 友子 経済産業省商務・サービスグループ消費経済企画室長

安藤 保彦 中小企業庁事業環境部取引課長
宮浦 浩司 農林水産省食料産業局食品流通課長
奥田 哲也 国土交通省自動車局長
川上 泰司 国土交通省総合政策局官房参事官（物流産業）

【荷主】
上田 正尚 （一社）日本経済団体連合会 産業政策本部長
輪島 忍 （一社）日本経済団体連合会 労働法制本部長
五十嵐克也 日本商工会議所 地域振興部長
小林 治彦 日本商工会議所 産業政策第二部長
小林 信 全国中小企業団体中央会 事務局次長
橋爪 茂久 （公社）日本ロジスティクスシステム協会 専務理事
黒川 毅 日本機械輸出組合 国際貿易円滑化委員会委員長
一柳 尚成 トヨタ自動車（株） 物流管理部長
鈴木 賢司 三菱商事（株） ロジスティクス総括部長

【トラック運送業】
辻 卓史 （公社）全日本トラック協会 副会長
千原 武美 （公社）全日本トラック協会 副会長
馬渡 雅敏 （公社）全日本トラック協会 副会長
村瀨 毅 日本通運（株） 業務部長

※新原浩朗内閣府政策統括官はトラック運送業の生産性向上
協議会の委員のみ

「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」委員
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トラック輸送における取引環境・長時間労働改善に向けたロードマップ

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

①中央・各都道府県において
協議会の設置・検討
（厚生労働省・国土交通省、
荷主、事業者等による協議

会）

②長時間労働等の実態調査、対策
の検討

③パイロット事業（実証実験）の
実施、対策の具体化

④ガイドラインの 策定・普及

⑤取引環境・長時間労働改善の
普及・定着

調査の
実施・検証

協議会の開催、パイロット事業の計画・検証、対策の検討、
ガイドラインの策定 等

ガイドラインの策定・普及

パイロット事業(実証実験)の実施

労働時間縮減のための助成事業

協 議 会 の 設 置

普及・定着の促進
助成事業の実施

定
期
的
な
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
・更
な
る
対
策
の
検
討

14
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平成３０年度の労働時間改善に向けた取組について

○平成２８～２９年度に実施のパイロット事業に引き続き、平成３０年度はコンサルティング事業
を実施

○パイロット事業では、全国４７都道府県で実施したが、コンサルティング事業では、地域を限
定して実施予定
（各ブロックごとに原則として２地域を予定）

【コンサルティング事業での実施が想定される取組（例）】

・パイロット事業の中で新たに把握した課題の改善に関する取組

・パイロット事業でこれまでに取り組んだ課題の深掘りに関する取組
等

○引き続き、発荷主、着荷主、運送事業者による集団にコンサルタントを入れ、取組の効果を
検証予定

○取組の成果については、ガイドラインの改訂により、周知、普及促進を図る予定

コンサルティング事業の実施
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3．自動車運送事業の働き方改革の動き

16※出典：自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議（第４回）資料一部抜粋



自動車運送事業における時間外労働規制の見直し

現行規制 見直しの内容「働き方改革実行計画」（平成29年3月28日決定）

原則
≪労働基準法で法定≫

（１）１日８時間・１週間４０時間

（２）３６協定を結んだ場合、
協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３）災害復旧や大雪時の除雪など、避けることができない
事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長が
可能（労基法３３条）

≪同左≫

３６協定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１）・原則、月４５時間 かつ年３６０時間

・ただし、臨時的で特別な事情がある場合、延長に上限
なし（年６か月まで）（特別条項）

（２）・自動車の運転業務は、（１）の適用を除外
・別途、改善基準告示により、拘束時間等の上限を規定
（貨物自動車運送事業法、道路運送法に基づく行政
処分の対象）

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月４５時間 かつ年３６０時間

・特別条項でも上回ることの出来ない年間労働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間）
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも
上回ることの出来ない上限を設定
a.２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内
b.単月１００時間未満
c.原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限

（２）自動車の運転業務の取り扱い
・施行後５年間 現行制度を適用
（改善基準告示により指導、違反があれば処分）

・施行後５年以降 年９６０時間（月平均８０時間）

・将来的には、一般則の適用を目指す

○ 今般、総理、関係閣僚及び有識者から構成される「働き方改革実現会議」において、「働き方改革実行計画」が策定され（平成
29年3月28日）、長時間労働の是正を図る観点から、時間外労働について罰則付きの上限規制が導入されることとなり、自動車
の運転業務についても、改正法施行の５年後に、年960時間（＝月平均80時間以内）の上限規制を適用することとなった。

○ 自動車の運転業務についての見直しにあたってのポイントは以下のとおり。
①十分な猶予期間の設定 ②段階的実施（年960時間以内の規制で適用開始。将来的には一般則の適用を目指す。）
③長時間労働を是正するための環境整備を強力に推進

ポイント2ポイント1
ポイント3 ※関係省庁横断的な検討の場を設け、生産性の向上、多様な人材の確保・育成等の長時間労働是正の環境整備のための行動計画を策定・実施 17



自動車運送事業（トラック、タクシー、バス事業）の働き方改革

自動車運送事業における現状・課題
労働時間

年間賃金は、労働時間が長いにも
かかわらず、全職業平均と比較して
約１～３割低い。

賃金 運転者不足
運転者の有効求人倍率は、全職業
平均（1．35）の約２倍（2．72）。人手
不足が年々深刻化。

平均労働時間は、全職業平均と比較
して約１～２割長い。

「働き方改革実行計画」に基づき、平成２９年６月に、関係省庁横断的な検討の場として「自動車運送事業の働
き方改革に関する関係省庁連絡会議」（議長：野上内閣官房副長官）が設置。当会議において、長時間労働を是
正するための環境を整備するための関連制度の見直しや支援措置に関する「行動計画」を策定・実施することと
された。

平成２９年８月28日に開催された第２回関係省庁連絡会議において、平成29・30年度に取り組む施策などを盛
り込んだ「直ちに取り組む63の施策」がとりまとめられた。

平成３０年２月20日に開催された第３回関係省庁連絡会議において、「直ちに取り組む施策」の進捗状況が報
告され、「行動計画」の策定方針を決定。

平成３０年５月30日に開催された第４回関係省庁連絡会議において、「政府行動計画」を策定・公表。

（「政府行動計画」には、長時間労働是正の環境整備、インセンティブ・抑止力の強化に係る88施策を記載)

対応

働き方改革の経緯
平成29年3月28日、総理、関係大臣、労使双方の代表者等の有識者議員から構成される「働き方改革実現会

議」において、「働き方改革実行計画」が策定され、長時間労働の是正を図る観点から、時間外労働について罰
則付きの上限規制を導入することとされた。

自動車の運転業務についても、労働基準法の改正法施行の５年後に、年960時間（＝月平均80時間以内）の
罰則付の上限規制を適用することとされている。

（平成28年賃金構造基本統計調査）

（平成28年賃金構造基本統計調査） （平成29年一般職業紹介状況）
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「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の概要
－「運び方改革」と安全・安心・安定（３A）の職業運転者の実現－

物流の停滞や、生活交通路線の廃止・減便、観光客輸送への支障など、生じる恐れ。

働き方改革の実現に向けた方針 P.9

・トラック・バス・タクシーの運転者は、全職業平均に比べ、年間労働時間が1~2割長いにも関わらず、
年間賃金は1~3割低い状況。
・2017年度の「自動車運転の職業」の有効求人倍率は、2.81倍と運転者不足が深刻。
（「職業計」は1.38倍）

政府行動計画の内容

○計画期間 P.5
計画の策定の日から自動車の運転業務に対する罰則付きの時間外
労働の上限規制の適用開始（2024年4月１日）までの期間。

背景・現状

○数値目標 P.5
（目標1）2023年度末までのできるだけ早い時期に全ての事業者が
一箇月の拘束時間の限度及び休日労働の限度に関する基準を
遵守している状態。

（目標2）2024年度末までのできるだけ早い時期に全ての事業者の
全ての運転者の時間外労働が年960時間以内となっている状態。

○取り組む施策の概要 P.6~7
以下のような観点から88施策を記載（別紙参照）
Ⅰ.長時間労働是正の環境整備
(1)労働生産性の向上
(2)多様な人材の確保・育成
(3)取引環境の適正化
Ⅱ.長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

○計画の実効性の確保 P.8
主に以下の指標をモニタリングしていく。
労働時間、賃金、運転者の需給、運転者の構成

我が国の自動車運送の現場を、女性や高齢の運転者も活躍しやすい、
よりホワイトな労働環境に変えていき、必要な運送サービスを安定的に
確保。

自動車運送事業の働き方改革の実現と運転者不足の解消には、
荷主企業や国民などの様々な関係者の理解と協力が必要不可欠。

0.00

1.00

2.00

3.00

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

自動車運転

全職業平均

2.81

1.38

有効求人倍率の推移

○国民や企業には
宅配便の再配達の削減や
引越し時期の分散について
協力を要請。

○荷主企業に対しては
以下の視点から改めて確認・点検
を要請。
・自社の業務運営が運転者に過度の
負担を与えてしまっていないか。
・出荷量の偏りを平準化、入出荷を
集約化するなど、必要となるトラックの
稼働台数を節減できないか。
・運送事業者からの具体的な改善提案
に対し、協議に応じているか。

2018.5.30
関係省庁
連絡会議
決定
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「自動車運送事業の働き方改革の実現に向けた政府行動計画」の概要
－長時間労働にブレーキ、生産性向上にアクセル－

～「運び方改革」と３Ａ（安全・安心・安定）労働の実現に向けた88施策～

①輸送効率の向上
・輸送分野別の取組の強化★
・長時間労働を是正するためのガイドラインの作成・見直し
・トラック予約受付システムの導入促進（荷待ち時間短縮）
・機械荷役への転換促進（荷役時間短縮）
・高速道路の有効活用（走行時間短縮）
・宅配ボックスの普及促進（再配達削減）
・ダブル連結トラックの導入促進（車両の大型化）

②潜在需要の喚起による収入増加
・インバウンド需要の取り込み★
・タクシーの配車アプリを活用した新サービス導入

③運転以外の業務も効率化
・IT点呼の更なる導入拡大★

Ⅱ．長時間労働是正のためのインセンティブ・抑止力の強化

（１）労働生産性の向上（１）労働生産性の向上

①「働き方改革の実現に向けた
アクションプラン」の実現支援
事業者団体による取組を支援

（２）多様な人材の確保・育成（２）多様な人材の確保・育成
①働きやすい環境の整備
・女性ドライバー等が運転しやすいトラックのあり方の検討★
・中継輸送の普及促進（泊まり勤務を日帰り勤務に）
・機械荷役への転換促進（力仕事からの解放）（再掲）
②運転者の確保
・第二種免許制度の在り方についての検討
・大型一種免許取得の職業訓練の実施

（３）取引環境の適正化（３）取引環境の適正化
①荷主・元請等の協力の確保
・「ホワイト物流」実現国民運動（仮称）の推進★
・輸送分野別の取組の強化★（再掲）
・引越運送における人手不足対策の推進★
②運賃・料金の適正収受
・標準運送約款の改正趣旨の浸透促進★
・トラック事業者・荷主のコスト構成等への共通理解の形成促進★

自動車の運転業務への罰則付きの時間外労働の上限規制の導入（2024年4月予定）に向け、政府を挙げて以下の取組を強力に推進。

③労働時間管理の適正化の促進
ICTを活用した運行管理の普及方策の
検討・実施★

Ⅰ．長時間労働是正の環境整備

④行政処分の強化
新処分基準による行政処分の実施

「★」を付した施策は、「直ちに取り組む施策」
（2017年8月）以降の追加施策

②ホワイト経営の「見える化」
ホワイト経営に取り組む事業者の
認証制度の創設

【国】
【国】 【国】 【国】

【警・農・経・国・環】 【厚・農・国】

【国】

【国】

【警・厚・国】

【国】

【厚・農・経・国】

2018.5.30
関係省庁
連絡会議
決定
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行動計画の策定方針について

H30.2.20関係省庁
連絡会議取りまとめ

平成３０年４月から自動車運送事業者に対する罰則付きの時間外労働の上限規制の導入
までの間を対象とする「自動車運送事業の働き方改革に関する行動計画」（仮称）を、
本年春頃に本関係省庁連絡会議において策定・公表する。
上記行動計画の策定に当たっては、以下の方針に基づき、施策の検討を行うこととする。

１．基本的な考え方１．基本的な考え方

２．重点検討項目２．重点検討項目

・「直ちに取り組む施策」に記載の施策のさらなる具体化・深掘り・前倒しを図る。
・関係者からの要望も踏まえつつ、関係省庁が連携し、新たな施策を形成する。
・策定の翌年度から毎年度フォローアップを行い、行動計画を見直す。
これにより、取組を継続的に充実・強化し、実効性を確保する。

①発・着荷主や元請物流事業者等の協力の確保
（例）トラック運転者の労働条件の改善に協力する「ホワイト荷主」を増やすための方策 等

②長時間労働の是正のための輸送分野別の取組の強化
（例）荷待ち時間が長い品目等での運転者の長時間労働の是正のための方策 等

21



「ホワイト物流」実現国民運動（仮称）

運転者不足に対応し、我が国の産業活動や国民生活に必要な物流機能を安定的に確保
するため、農林水産省、経済産業省、国土交通省等の関係省庁と荷主や物流事業者の関
係団体、労働組合等が連携し、労働生産性の向上と、女性や高齢者を含む多様な人材が
現場労働者として活躍できる労働環境の実現に取り組む運動を強力に推進する。

今後、関係者との調整を速やかに進め、本年秋頃までに「ホワイト物流」実現国民運動（仮
称）の推進体制を立ち上げるとともに、順次、運動の拡大・深化を図っていくこととする。

元請物流事業者

発荷主

着荷主

トラック事業者

～物流プロセス全体で取組を展開～ 運動のイメージ

関係者にて調整の上、発・着の荷主、
元請物流事業者等の関係者が、今後
取り組むべき事項や具体的な推進方
策をとりまとめ、公表・実施。

（取り組みイメージ）

トラック予約受付システムの導入
ドライバーの手荷役作業の軽減
下請は二次下請まで 等

好取組の情報発信・横展開

政府行動計画のフォローアップ結果を
踏まえ、必要に応じ推進方策等を見
直し。
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荷待ち時間が特に長い輸送分野等における取組の推進

他の産業と比較して長時間労働・低賃金の状況にあるトラック運送業の将来の担い手を確保するために

は、荷主等の理解・協力なども得つつ、取引慣行上の課題も含めてサプライチェーン全体で解決を図って

いく必要がある。

一方、輸送品目によって輸送等の特性が異なる面があり、輸送品目に応じて検討を実施することが効果

的な面がある。

このため、荷待ち件数が特に多い分野等について、それぞれ課題の抽出を図るとともに、各都道府県ごと

に発着荷主及び運送事業者が参画して長時間労働の改善を図るために実施したパイロット事業のノウハ

ウの展開等を行う。

・現在生じている課題についての関係者間の認識の

共通化

・輸送品目ごとのサプライチェーン全体における生産性

向上等に関する課題の抽出

・改善策について、パイロット事業により得られたノウハ

ウも活用しつつ関係者間で検討・検証

・改善策についての展開・浸透

398

350

339

326

281

182168141
98

94

1515

30分以上の荷待ち時間が生じた件数（輸送品目別）

加工食品

飲料・酒

建築・建設用
金属製品

紙・パルプ

その他

N=3,892（件数）

件

件

件

件

件

件

件

件

生鮮食品

件件

件

セメント・コンクリート
日用品

鉄鋼厚板・金属薄板等金属米・麦・穀物

プラスチック性
部品・加工品等

検討事項のイメージ
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・国土交通省本省において、「加工食品物流における生

産性向上及び トラックドライバーの労働時間改善に関

する懇談会」を開催。（平成30年6月29日）



3-2．自動車運送事業の働き方改革の

実現に向けた政府行動計画行程表（一部抜粋）

24※出典：自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議（第４回）資料一部抜粋



2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

トラック運転者の長時間労働を是正するためのガイドラインの作成・見直し

ガイドラインの作成
トラック運転者の長時間労働
を是正するためのガイドライン
の作成・見直し

【課題】
トラック運転者の長時間労働の是正
を進めるにあたっては、発荷主や配送
先の着荷主の都合により荷待ち時間
が発生するなどといった、業務の特性
や取引慣行等の個々のトラック事業
者の努力だけでは解決できない課題
の解決が必要であり、発着の荷主も
一体となった取組みを進めることが重
要。

【施策】
・長時間労働の改善を図るために運送事業者と発着荷主とで連携して2016・
2017年度に実施したパイロット事業により得られたノウハウを取りまとめた「ガイ
ドライン」を作成し、横展開を図る。
・2018年度において、コンサルティング事業を実施するとともに、それにより得られ
た成果についても、上記ガイドラインに反映する。

国土交通省・厚生労働省

全国に広く横展開

上限規制の
適用開始

コンサルティング事業の実施

2018年度の
コンサルティン
グ事業の結果
を踏まえガイド
ラインを改定

1
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

ダブル連結トラックの導入促進
【課題】
長距離トラック運転者の
不足に対応するとともに、
長時間労働を是正するた
め、トラック輸送の高効率
化が必要。

【施策】
①ダブル連結トラックの車両導入に向けた特車許可基準の見直し等
・１台でトラック約２台分の輸送が可能なダブル連結トラック車両の導入を可能とするため、
2016年11月より新東名を中心とするフィールドでダブル連結トラックの実験を実施する。
・実験結果を踏まえ、特車許可基準の車両長の緩和等の環境整備を検討する。
・2018年度の本格導入を目指す。
②ダブル連結トラックの導入支援
・2020年度まで通常の大型トラック約２台分まで輸送可能なダブル連結トラックの導入を促
進する。

上限規制の
適用開始

①国土交通省②環境省

②ダブル連結トラックの導入
支援

ダブル連結トラックの導入支援

①ダブル連結トラックの車両
導入に向けた特車許可基準
の見直し等

実験実施、結果取りまと
め、本格導入に必要な条
件等の整理

ダブル連結トラックの本格導入
28

29
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

トラック隊列走行の実証実験の実施

後続無人隊列後続無人隊列
システムのテスト
コース実証

車両開発

【課題】
長距離トラック運転者の不足に対応
するとともに、長時間労働を是正する
ため、後続車両無人のトラックの隊
列走行を実現するための実証実験が
必要。

【施策】
・2020年度に高速道路での後続無人隊列走行を実現するため、車両技術の開
発及び事業として成立・継続するために必要な要件・枠組みについて検討を実
施する。
⁃ 隊列で走行する車両に係る電子牽引の要件の検討（車両基準、運転に必

要な免許、走行車線等）
⁃ ３台以上の連結を念頭に25ｍ超え隊列走行のための要件の検討
⁃ 隊列走行に用いる技術や実証実験の成果、運用ルール等に応じて、インフラ

面等の事業環境の検討
⁃ 後続無人隊列システムの実証

走行実証

制度整備

実環境下での実環境下での
課題洗い出し
と改善

量産に向量産に向
けた車両
設計

量産化に向けた製造 ラインの構築・量産化

後続有人実証実験 後続無人隊列システムの実証実験
（後続有人状態で実証開始）

走行距離、走行可能
範囲の拡大

隊列で走行する車両に係る
電子牽引の要件の検討
３台以上の連結を念頭に
２５ｍ超え隊列走行のた
めの要件の検討

隊列走行に用いる技術や実証実験の成果、運用隊列走行に用いる技術や実証実験の成果、運用
ルール等に応じて、インフラ面等の事業環境の検
討※

※国土交通省自動運転戦略本部（H28.12設置）の

ワーキンググループにおいて、ダブル連結トラック
の実験（H28.11～H30）の状況も踏まえ必要な協力
等について検討

必要に応じて、イン フラ面等の事業
環境の整備

高
速
道
路
（
新
東
名
）
で
の
後
続
無
人
隊
列
走
行
の
実
現

高速
道路
でのト
ラック
隊列
走行を
早けれ
ば
2022
年に商
業化
するこ
とを目
指す

上限規制の
適用開始

インフラ整備

トラック隊列走行の実証実験
の実施

経済産業省・国土交通省

34
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

上限規制の
適用開始

女性等多様な人材の確保に向けた環境整備

【課題】
トラック運転者不足に対応するた
めには、女性等を始めとする多様
な人材にとって働きやすい環境が
必要。

①女性ドライバー等が運転し
やすいトラックのあり方の検討 ガイドライン（仮称）の内容について、浸透を図る

【施策】
①女性ドライバー等が運転しやすいトラックのあり方の検討
・女性等のトラックドライバー等の視点に立った車両のあり方に対する議論を進め、ガ
イドラインを取りまとめた上、その浸透を図ることによって、働きやすい労働環境を整
備し、女性等のトラックドライバーの人材の確保・育成を推進する。
②女性トラックドライバー等に関する情報を発信
・女性トラックドライバー等の人材の確保に資する情報をＨＰ等で発信等することな
どにより、女性等多様な人材の確保を促進する。
③人材の確保に向けた実態把握・魅力の発信
・貨物自動車運送事業に対するイメージを向上し魅力を発信すること等により人材の
確保・育成を促進する。

１１月目処の最終取りまとめに向
けて検討会を実施

②女性トラックドライバー等に
関する情報を発信 女性トラックドライバー等に関する情報を発信

国土交通省

③人材の確保に向けた実態
把握・魅力の発信 イメージ向上・魅力の発信人材の確保に向けた実態把握

53

54

55
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

地方運輸局等を通じた人材確保･育成に向けた取組の推進
【課題】
地域の実情に応じて、関係者が連
携・協力した取組を進めることにより、
女性や若者といった人材の確保･育
成を図ることが必要。

【施策】
・運転者の確保等に関する各種セミナーの開催、現役女性運転者を集めた意見
交換会等の実施や運転者の就職説明会への協力･連携による情報発信・情報
交換等を行う。
・事業者や業界団体等の協力による職場見学会・運転体験会等を実施する。
・自動車運送事業の運転者という職業を、若い世代に対して職業選択の一つとし
てしっかりと認識してもらうとともに、業界の魅力をアピールするため、地方運輸
支局長等が、事業者等とも連携して高等学校を訪問し、パンフレット等を活用し
て、事業者の取組事例やキャリアアップの仕方等について紹介する。

上限規制の
適用開始地方運輸局等を通じた人材確保・育成に向けた取組の推進

地方運輸局等を通じた人材
確保・育成に向けた取組の
推進

国土交通省

65
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷待ち時間の削減に向けた荷主への働きかけ

上限規制の
適用開始

国土交通省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省

荷待ち状況についての調査①荷待ち時間の削減に向け
た荷主への働きかけ 荷待ち時間削減に向けた荷主への働きかけ

【課題】
トラック事業における長時間労働の
要因の一つとなっている荷待ち時間
の削減を図る上で荷主の協力が必
要。

【施策】
①荷待ち時間の削減に向けた荷主への働きかけ
・荷待ち状況についての調査を実施するとともに、荷主団体等の関係者に荷待ち
時間の削減に向けた働きかけを実施する。
②荷主に対する労働時間や適正取引に関するルール等の周知・啓発
・労働時間や適正取引に関するルール等について、荷主関係団体の会議等の
様々な場を活用して、荷主企業等に周知・啓発を図る。

荷主に対する労働時間や適正取引に関するルール等の周知・啓発
②荷主に対する労働時間や
適正取引に関するルール等
の周知・啓発

69

70
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

荷主及びトラック事業者への周知用コンテンツによる周知・啓発活動等

コンテンツを活用した周知啓発活動の実施
ＰＤＣＡサイクルによるコンテンツ及び周知啓発活動の検証、見直し

【課題】
トラック運転者の長時間労働の背景
には、荷主都合による手待ち時間の
発生など、取引慣行の問題がある。
取引慣行の問題解決のためには、荷
主等の理解の醸成が必要。

【施策】
・2016・2017年度に、パイロット事業として実施してきた、荷主及びトラック事
業者に対するコンサルティングで得た知見を活かして、2018年度に、トラック運
転者の労働時間改善に関する荷主等への周知・啓発コンテンツを作成し、周
知・啓発活動を実施する。

荷主等に対する、トラック
運転者の労働時間改善の
ための周知用コンテンツ作
成及びコンテンツを活用し
た周知・啓発活動

周知用コンテンツの作成 上限規制の
適用開始

厚生労働省

71
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2018
年度

2019
年度

2020
年度

2021～2023
年度

2024
年度

引越運送の分散化等の促進

②標準引越運送約款改正
の趣旨の周知

【施策】
①年度末・年度始めの引越分散化の周知
・大きなピークが存在している年度末、年度始めの引越時期について、極力引越
時期の分散を図るための利用者への周知に取り組む。
②標準引越運送約款改正の趣旨の周知
・直前の解約・延期が発生することによって事前に手配した車両、運転者等が活
用されない事態の抑制に資するよう、解約・延期手数料の見直し等を内容とす
る標準引越運送約款等の改正（2018年６月施行）を行い利用者等に周知
するなど、運転者不足への対応や生産性の向上につながるよう環境を整備する。

上限規制の
適用開始

①年度末・年度始めの引越
分散化の周知 年度末、年度始めの引越の分散を図るための周知

国土交通省

標準引越運送約款改正の趣旨の
周知

【課題】
特に年度末・年度始めにピークが発
生し運転者不足等が課題となる引越
運送について、状況の改善を図ること
が必要。
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4．適正取引の推進及び長時間労働の是正に向けた取組み
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適正取引の推進及び長時間労働の是正に向けた取組み
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① 添付リーフレット（標準運送約款の改正）
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② 添付リーフレット（荷主勧告制度）
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③－１ 添付リーフレット（独占禁止法・下請法等に抵触する場合）
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③－２ 添付リーフレット（独占禁止法・下請法等に抵触する場合）
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③－３ 添付リーフレット（独占禁止法・下請法等に抵触する場合）
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③－４ 添付リーフレット（独占禁止法・下請法等に抵触する場合）



41

④ 添付リーフレット（貨物の適切な積載）



〈参考資料①〉
自動車運送事業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議（第４回）資料
































